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法科⼤学院公的⽀援⾒直し強化・加算プログラム審査委員会
主査談話

令和７年３月１１日
法科大学院公的支援見直し強化・加算プログラム審査委員会

主 査 井上 正仁

「法科大学院公的支援見直し強化・加算プログラム」（以下

「本プログラム」という。）は、各法科大学院が掲げる機能強

化構想とそれを実現するための具体的な取組を検証可能な目標

（以下「KPI」という。）とともにパッケージとして計画した

ものを、各年度において、そのKPIの達成度により評価するこ

とで、各法科大学院が自らの中長期的な在り方を考え、その実

現に向けて必要な取組を実施するとともに、その成果を検証し

ながら、絶えず自己改善していくためのPDCAサイクルの確立

を後押ししようとするものです。

本プログラムは、平成31年度より５年間という期間を通じた

評価を行っており、その第１期を終え、今年度から第２期目と

なります。今期においては、各年度に設定されるKPIについて、

各法科大学院の特色が反映されるよう配慮しつつ、これまでの

実績などを踏まえ、より意欲的な目標値となるよう促すことに

より、各法科大学院における教育の更なる改善・充実に向けた

取組が一層強化されることを目指しています。

今回は、第２期の初年度にあたる令和６年度の実績に対する

評価を行いました。各法科大学院がそれぞれの課題や特色を踏

まえて種々の取組を実施している中で、特に未修者教育の充実

方策として、入学前の授業見学会に始まり、開講科目の復習を

目的としたサマースクールやスプリングスクールの実施、個別

面談、キャリアサポートなどに至る手厚いサポート体制により、

相当高度の実績を残している法科大学院もあり、他の法科大学

院においても参考とし得る取組も見られました。このような未

修者教育に限らず、同様の課題を抱える他の法科大学院の中で、

具体的な取組が実績に結びついている事例を参考にし、あるい

は意見交換をするなどしながら、共に高め合うことを強く期

待します。

法科大学院制度創設以来の20年を振り返りますと、全国の

法科大学院数はピーク時の74校から34校まで減少した一方

で、法科大学院全体の実入学者数は上向きに転じ、平成30年

度の1,621人から令和６年度には2,076人まで増加し、競争倍

率も3.06倍となりました。また、司法試験の累積合格率（全

体）は令和６年度には74.1%に達するとともに、在学中受験

資格の合格率は令和６年度には55.2％となりました。状況は

なお流動的なところもあり、引き続き今後の動向を注視する

必要がありますが、これも各法科大学院のこれまでの20年間

の努力はもとより、関係者も含めた多くの方々の御尽力の賜

物であると存じます。

今後も本プログラムを通じて各法科大学院の魅力・特色が

一層強化され、発揮されるとともに、法科大学院教育の更な

る改善・充実に向けて、各法科大学院が不断に積極的な取組

を進め、プロセスとしての法曹養成制度の中核に相応しい機

関となり、社会からの揺るぎない信頼を確立していかれるこ

とを切に願っています。
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○ ⽂部科学省では、平成27年度予算より、「法科⼤学院公的⽀援⾒直し強化・加算プログラム」を導⼊
し、法科⼤学院間のメリハリある予算配分を実施。

○ 本プログラムは、司法試験合格率や⼊学者数等の指標に基づき法科⼤学院を３類型に分類し、基礎額
を設定するとともに、各法科⼤学院から提案された５年間の機能強化構想とそれを実現するための取
組の実績を評価し、加算額を設定。算出された基礎額と加算額を合わせて法科⼤学院への配分を決定。

○また、プロセスとしての法曹養成の実現に寄与する取組であっても定量的な指標では評価しにくい取
組もあることから、こうした取組を推進するための仕組みを令和６年度期より導⼊。

※予算配分の対象となる年度に学⽣募集を実施しない法科⼤学院は対象外。
※国からの公的⽀援を受けていない公⽴⼤学の法科⼤学院（２校）は対象外。
※ KPI・・・Key Performance Indicator。重要業績評価指標。

法科⼤学院公的⽀援⾒直し強化・加算プログラムについて

第1

第2

第3

基礎額算定率 60〜80％

基礎額算定率 90％

基礎額算定率 0％

１ 基礎額算定率 分類２ 加算率の決定３ 配分額の決定４

• 司法試験合格率(５年間の累積合格
率、修了後１年⽬までの合格率等)

• ⼊学者選抜における競争倍率
• ⼊学者数
• 夜間開講
• 地域配置
• 共通到達度確認試験の活⽤

• 取組とKPI を設定し、
進捗状況を評価

• 総合評価を決定
• 加算率を決定

（０％〜50％）

基礎額算定率
（０％〜９０％）

加算率
（０％〜５０％）
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○５年間の機能強化構想・取組・KPIの進捗
状況を評価

基礎額
指標の数値により評価

加算額
５年間の機能強化構想・

取組をパッケージとして評価

評価に基づいて配分

法科⼤学院公的⽀援⾒直し強化・加算プログラム配分率算出イメージ
基礎額算定率︓司法試験合格率や⼊学者数等の指標に基づき３類型に分類し率を算定
加 算 率 ︓各法科⼤学院が予め設定した５年間（令和６〜10年度）の機能強化構想とそれを実

現するための取組におけるKPIの進捗状況を評価し加算率を算定
配 分 額 ︓基礎額と加算額を合わせたものを当該法科⼤学院の配分額として算出

【指標】
• 司法試験合格率(５年間の累積

合格率、修了後１年⽬までの合格
率等)

• ⼊学者選抜における競争倍率
• ⼊学者数
• 夜間開講
• 地域配置
• 共通到達度確認試験の活⽤

【類型】
指標の点数に基づき類型化

第１類型︓90%
第２類型︓60%〜80%
第３類型︓0％

○以下の指標の数値を点数化して評価

【評価対象となる取組】
•未修者教育の充実
•社会⼈学⽣に対する⽀援
•⼥性法曹輩出に対する取組
•法曹コースをはじめとした学部との連携
•複数の法科⼤学院との連携
•地域の⾃治体や法曹界、産業界との連携
•教育の充実（ICTの活⽤、在学中受験に向けた
教育課程の⼯夫、司法修習との連携 等）
•⼤学独⾃の取組（グローバル化、博⼠課程への
接続 等）

【評価⽅法】
委員会において、各取組やKPIの進捗状況を踏ま
え、評価を実施

加算率
０〜50%

基礎額算定率
0〜90%
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基礎額算定率設定にあたっての類型⼀覧
該当⼤学該当校数基礎額

算定率類型
（国⽴⼤学）５校

８校90%
第
１
類
型

⼤阪⼤学京都⼤学⼀橋⼤学東京⼤学
神⼾⼤学

（私⽴⼤学）３校
愛知⼤学中央⼤学慶應義塾⼤学

（国⽴⼤学）２校

４校80%A

第
２
類
型

岡⼭⼤学筑波⼤学

（私⽴⼤学）２校
同志社⼤学早稲⽥⼤学

（国⽴⼤学）６校

１５校70%B

⾦沢⼤学千葉⼤学東北⼤学北海道⼤学
九州⼤学名古屋⼤学

（私⽴⼤学）９校
⽇本⼤学創価⼤学専修⼤学上智⼤学
関⻄⼤学⽴命館⼤学南⼭⼤学法政⼤学

関⻄学院⼤学

（国⽴⼤学）２校

５校60%C
琉球⼤学広島⼤学

（私⽴⼤学）３校
福岡⼤学明治⼤学学習院⼤学

（国⽴⼤学）０校

０校0%
第
３
類
型

（私⽴⼤学）０校
5



加算評価結果⼀覧

加算率加算に係る
総合評価⼤学名

50%S名古屋⼤学
30％A京都⼤学
30%A⼤阪⼤学
30%A神⼾⼤学
30%A学習院⼤学
20%B千葉⼤学
20%B東京⼤学
20%B⼀橋⼤学
20%B九州⼤学
20%B上智⼤学
20%B愛知⼤学
20%B関⻄⼤学
15%C北海道⼤学
15%C東北⼤学
15%C筑波⼤学
15%C⾦沢⼤学
15%C岡⼭⼤学

加算率加算に係る
総合評価⼤学名

15%C広島⼤学
15％C慶應義塾⼤学
15%C専修⼤学
15%C中央⼤学
15%C法政⼤学
15%C早稲⽥⼤学
15%C同志社⼤学
15%C福岡⼤学
5%D琉球⼤学
5%D南⼭⼤学

0%E創価⼤学

0%E⽇本⼤学
0%E明治⼤学
0%E⽴命館⼤学
0%E関⻄学院⼤学

6



「基礎額算定率」及び「加算率」に基づく「配分率」⼀覧

・⾒直しの対象となる公的⽀援は、国⽴⼤学については、国⽴⼤学法⼈運営費交付⾦のうち、法科⼤学院に係る教員経費相当額、私⽴⼤学については、私⽴⼤学等経常費
補助⾦の「特別補助/法科⼤学院⽀援」における専任教員に係る補助額。

・予算の配分に当たっては予算の範囲内に収まるよう、必要に応じて⼀律の割合を乗じて加算額を調整。
・本プログラムは、公⽴の法科⼤学院については対象としていない。

配分率加算率基礎額
算定率⼤学名

120%50%70%名古屋⼤学
120％30％90％京都⼤学
120%30%90%⼤阪⼤学
120%30%90%神⼾⼤学
110%20%90%東京⼤学
110%20%90%⼀橋⼤学
110%20%90%愛知⼤学
105%15%90%慶應義塾⼤学
105%15%90%中央⼤学
95%15%80%筑波⼤学
95%15%80%岡⼭⼤学
95%15%80%早稲⽥⼤学
95%15%80%同志社⼤学
90%20%70%千葉⼤学
90%20%70%九州⼤学
90%30%60%学習院⼤学
90%20%70%上智⼤学

配分率加算率基礎額
算定率⼤学名

90%20%70%関⻄⼤学
85%15%70%北海道⼤学
85%15%70%東北⼤学
85%15%70%⾦沢⼤学
85%15%70%専修⼤学
85%15%70%法政⼤学
75%15%60%広島⼤学
75%5%70%南⼭⼤学
75%15%60%福岡⼤学
70%0%70%創価⼤学
70%0%70%⽇本⼤学
70%0%70%⽴命館⼤学
70%0%70%関⻄学院⼤学
65%5%60%琉球⼤学
60%0%60%明治⼤学
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区分:⑤地域の⾃治体や
法曹界、産業界との連携
⑧⼤学独⾃の取組
取組:⑥地域法曹界と連携し
たハンズオン教育と司法制度
の下⽀え
札幌弁護⼠会等と連携して、
(1) 本法科⼤学院を修了し
た実務家教員が現役⽣を
指導するというサイクルを確
⽴する
(2) 法科⼤学院及び学部
⽣向けの授業や、北海道各
地で実施する中⾼⽣向けの
説明会等により、地域法曹
界の現状を理解してもらい、
法曹としてのキャリアに誘う

期待される成果︓本法科⼤
学院修了⽣から指導を受け
ることにより、将来像がイメージ
しやすく、学⽣のモチベーション
も向上する。また、法科⼤学
院進学者の増加、ひいては
北海道の法曹界へ優秀な⼈
材を供給することにも繋がる。

機能強化構想充実分区分:⑧⼤学独⾃の取組

取組:⑤変動する社会的ニー
ズに即応した、最先端実務に
対応できる法曹等のハイレベ
ル化のための⾼度リカレント
教育プログラム
令和6〜7年度︓
(1) 知的財産法分野におけ
る⼈材のハイレベル化のため
の⾼度リカレント教育としての
「サマー・セミナー」の実施(年
１回)
(2) その他の分野における⼈
材のハイレベル化のための⾼
度リカレント教育としての「アド
ヴァンスト・セミナー」の実施
(年１回以上、不定期)

KPI︓２つのセミナーの満
⾜度の加重平均値

3.64
3.76

基 準 値 ︓
R10⽬標値︓

区分:⑦⼥性法曹輩出に
対する取組
取組:④法科⼤学院⼊学者
数における⼥性の割合を⾼め
るための取組

令和6〜7年度︓
(1) 北⼤法学部⼊学者数
における⼥性の割合を⾼める
ための中・⻑期的な活動
(2) 北⼤法学部法曹養成
プログラムの所属学⽣数にお
ける⼥性の割合を⾼めるため
の活動
(3) 法科⼤学院における⼥
性のニーズに応えた施策の
実施

KPI︓法科⼤学院⼊学者
数における⼥性の割合

18％
30％

基 準 値 ︓
R10⽬標値︓

区分:①未修者教育の充実

取組:③未修者のコンフィデン
スを涵養する⽀援プログラム

令和6〜7年度︓
(1) 初動フェーズにおける「テ
イクオフ・プログラム」の実施
(2) スモールステップ指導の
充実
(3) ⼊学者確保のための他
学部⽣向け授業、中⾼⽣に
リーチアウトした法学への誘い
の実施
(4) 未修者教育の継続的
な内容・⽅法等の改善

KPI︓共通到達度確認試
験の全国平均達成率

48％
60％

基 準 値 ︓
R10⽬標値︓

区分:③法曹コースをはじめ
とした学部との連携
取組:②法曹養成プログラム
(法曹コース)と法科⼤学院と
の連携による質の⾼い５年
⼀貫教育の⼀層の充実

令和6〜7年度︓
(1) プログラム登録者の履
修計画に基づく個別指導、
LS授業の参観
(2) プログラム登録者のLS
⽣向け進路説明会等への
参加
(3) 法学部・LS(在学中受
験を含む)の各課程における
⼀貫した体系的教育の実施

KPI︓協定先法曹コース出
⾝者の修了後１年⽬までの
司法試験合格率

61％
70％

基 準 値 ︓
R10⽬標値︓

区分:③法曹コースをはじめ
とした学部との連携
取組:①法科⼤学院と法学
部との連携によるシームレス
な法学教育の実現

令和6〜7年度︓
(1) 中⾼⽣にリーチアウトし
た法学への誘いの実施
(2) 法学部⽣にLS進学の
ためのガイダンス・授業等の
実施
(3) LS課程で法曹としての
基礎⼒と応⽤⼒・発展⼒を
⾼める教育の実施
(4) 司法修習をイメージでき
るLS教育の実施

KPI︓修了後１年⽬までの
司法試験合格率

46％
62％

基 準 値 ︓
R10⽬標値︓

令和８年度︓中間的検証と暫定的改善策の策定 ／ 令和９年度︓暫定的改善策の実施 ／ 令和10年度︓4年間の取組の最終的検証と改善策の策定

構想を実現するための区分・取組

今後５年間、次のような機能強化を図る。①法学部・法科⼤学院・司法修習がシームレスに連携する法学教育を充実させるための学習指導プログラムを提供するとともに、②法曹養成プログ
ラムとの連携強化による５年⼀貫教育のより⼀層の充実をはかる。③法学未修者について、初動期のテイクオフを⽀援し、その後も段階的なスモールステップの指導を⾏ってコンフィデンス獲得を⽀
援する。④⼥性法曹⼈⼝の増加に寄与するため、⼥性学⽣の割合を⾼めるための⽅策をとる。⑤法曹等のハイレベル化のための⾼度リカレント教育として、実務家を対象とした２つのセミナー
（知的財産法分野とそれ以外の分野）を実施する。

令和６〜令和10年度の機能強化構想 【社会に求められる多様でソリッドな法曹⼈材養成機能の強化】

北海道⼤学法学研究科法律実務専攻においては、専⾨法曹としての基礎的能⼒とともに、変容する社会からの⾼度な要請に応えうる応⽤⼒・発展⼒を⾝につけた法曹養成を⽬標としてい
る。今後もこの⽬標を維持しつつも、法曹としての基礎⼒と応⽤⼒・発展⼒とを更に⾼めた法曹養成を⽬指す。より具体的には、①基本的法分野における体系的で深い理解を確実に⾝につけ
たうえで、②かかる基本的法分野における応⽤⼒・発展⼒に加え、③知的財産法分野を中⼼に先端的なビジネス部⾨の基礎⼒と応⽤⼒・発展⼒とを修得した法曹養成、そして、④社会の多
様性を⽀えるためにより多くの⼥性法曹輩出を⽬指す。

教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性 【確かな基礎⼒と⾼度な応⽤⼒・発展⼒を⾝につけた法曹養成】

北海道⼤学⼤学院法学研究科法律実務専攻 機能強化構想

8



46 48 50
54

58 6257.1

45

55

65

基準値 R6 R7 R8 R9 R10

⽬標値
実績値

（％）
61 61

65 65
70 70

83.3

60
65
70
75
80
85

基準値 R6 R7 R8 R9 R10

⽬標値
実績値

3.64 3.66 3.68 3.7
3.73

3.76
3.86

3.6

3.7

3.8

3.9

基準値 R6 R7 R8 R9 R10

⽬標値
実績値

48
50

52
55

58
60

46.245

50

55

60

基準値 R6 R7 R8 R9 R10

⽬標値
実績値

（％）

重要度
25％

KPI︓修了後１年⽬までの司法試験合格率

区分:③
取組:①

KPI各年度⽬標値
法科⼤学院と法学部との連携によるシームレスな法学教育の実現 法曹養成プログラム(法曹コース)と法科⼤学院との連携による質の⾼い

５年⼀貫教育の⼀層の充実

KPI︓協定先法曹コース出⾝者の
修了後１年⽬までの司法試験合格率

区分:③
取組:②

区分:③
取組:①

重要度
25％

KPI︓２つのセミナーの満⾜度の加重平均値

（％）

KPI︓共通到達度確認試験の全国平均達成率

未修者のコンフィデンスを涵養する⽀援プログラム区分:①
取組:③

重要度
20％

重要度
20％

（％） 18
20

22
25

27
30

19.6

15

20

25

30

基準値 R6 R7 R8 R9 R10

⽬標値
実績値

区分:⑦
取組:④ 法科⼤学院⼊学者数における⼥性の割合を⾼めるための取組

KPI︓法科⼤学院⼊学者数における⼥性の割合重要度
10％

変動する社会的ニーズに即応した、最先端実務に対応できる法曹等の
ハイレベル化のための⾼度リカレント教育プログラム

区分:⑧
取組:⑤
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東北⼤学⼤学院法学研究科総合法制専攻 機能強化構想
教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

区分︓
①未修者教育の充実取組
取組︓
①-1 補助教員による未修者
の学修能⼒・論述能⼒の涵養
と学習カルテを活⽤した学修
状況の共有

 補助教員による授業⽇程
に沿ったサポート（ワーク
ショップ、論述能⼒涵養講
座）

 学習カルテの活⽤による学
修状況共有及び適切なサ
ポートの実施

 5年間を通じて、上記⽀援
策を実施

 各学年の状況に合わせて、
適宜FDを実施しながら新た
な⽀援策を取り⼊れる

令和６〜令和10年度の機能強化構想

東北⼤学法科⼤学院は、地⽅と都市との関係性への深い理解を有し、⼈々から信頼される「優れた法曹」を養成することを教育理念とする。東北地⽅唯⼀の法科⼤学院である本学が
今後⽬指すべき⽅向性は、この地域における法曹養成及び法曹継続教育拠点としての機能の強化である。

構想を実現するための区分・取組
区分︓
③法曹コースをはじめとした学
部との連携
取組︓
③-1 東北⼤学法学部法曹
コース及び新潟⼤学法学部法
曹コースへのさらなる協⼒

 法曹養成連携協定校との司
法試験合格状況の共有、課
題への対応

 学部での法科⼤学院説明
会による優秀な学⽣の獲得

 5年間を通じて連携協議会
を定期的に実施

 R6年度から新潟⼤学での対
⾯の説明会の実施

区分︓
④複数の法科⼤学院との連携
取組︓
④-1 北海道⼤学法科⼤学院、
⼀橋⼤学法科⼤学院及び慶應
義塾⼤学法科⼤学院との連携
による法科⼤学院運営上の諸
課題の分析・検証

 北海道⼤学法科⼤学院と
の連携を継続

 新たに⼀橋⼤学法科⼤学
院及び慶應義塾⼤学法科
⼤学院との連携開始

 R6年度から、⼀橋⼤学法
科⼤学院・慶應義塾⼤学
法科⼤学院との協議会の
実施

区分︓
⑤地域の⾃治体や法曹界、産業界
との連携
取組︓
⑤-1 仙台弁護⼠会などとの連携
による公開講座（法曹継続教育プ
ログラム）の実施、その他学術的な
知⾒の地域への発信

 弁護⼠等と連携したケーススタ
ディ型公開講座の拡⼤

 オンライン開催の技術・ノウハウの
活⽤と広報強化による宮城県以
外の東北５県及び新潟県からの
参加者増加

 講演会への講師派遣による学術
的な知⾒の地域発信

 5年間を通じて、公開講座の実
施

 R6年度に、より受講しやすい環
境整備

区分︓
⑧⼤学独⾃の取組
取組︓
⑧-1 東北・北関東・信越地⽅の⼤
学から法曹への道を広げる情報発信

 発信される情報内容の不断の検討
 法曹への関⼼喚起、必要なサポー

トに関する情報を、宮城県以外の
東北５件、北関東（群⾺・栃⽊・
茨城）、信越（新潟・⻑野）に所
在する⼤学の在学者・出⾝者に対
しても積極的に発信

 学⽣同⼠、教員・法曹関係者との
交流の機会の提供

 5年間を通じて、対象地域の⼤学
⽣向けの討論会・法科⼤学院訪
問企画等の実施

KPI:未修者合格率
基準値︓令和3年度未修者
コース修了者の修了２年⽬まで
の合格率28.57％
R１０⽬標値︓前々年度未修
者コース修了者の修了2年⽬ま
での合格率40％

KPI:協定先の法曹コース出⾝
者の司法試験合格率
基準値︓東北⼤学法学部⼜
は新潟⼤学法学部出⾝で本法
科⼤学院を令和元年度〜令
和４年度に修了した者の修了
１年⽬までの司法試験合格率
63.33％
R10⽬標値︓協定先の法曹
コース出⾝者（特別選抜により
⼊学したものに限り、早期卒業
によるか否かを問わない）の修
了1年⽬までの合格率70％

KPI:公開講座参加者のうち、対象県
の弁護⼠会に所属する者の⼈数
基準値︓令和2年度から令和4年度
の3年間に開催した公開講座に参加し
た弁護⼠のうちKPI対象県の弁護⼠
会に所属するものの⼈数の平均値
19.3⼈
R10⽬標値︓45⼈

KPI︓講演会⼜は学⽣討論会参加
者のうち、対象県所在の⼤学在学
者・出⾝者の⼈数
基準値︓直近３箇年の⼊試（令和
３年度から令和５年度⼊試）におけ
る志願者のうちKPI対象県所在の⼤
学の在学者・出⾝者の実志願者数の
平均値19⼈
R10⽬標値:30⼈

【概要】 本研究科は今後5年間において以下の観点により機能強化を図る。
(1)未修者教育の充実、(2)法曹コースをはじめとした学部との連携、(3)複数の法科⼤学院との連携、(4)地域の⾃治体や法曹界、産業界との連携、(5)東北・北関東・信越地⽅の
⼤学から法曹への道を広げる情報発信

KPI:未修者合格率
基準値︓令和3年度未修者
コース修了者の修了２年⽬まで
の合格率28.57％
R１０⽬標値︓前々年度未修
者コース修了者の修了2年⽬ま
での合格率40％ 10



区分︓①未修者教育の充実
取組︓①-1補助教員による未修者の学修能⼒・論述能⼒の涵養と学習カルテを

活⽤した学修状況の共有
重要度︓15％
KPI︓未修者の修了2年⽬までの合格率

KPI各年度⽬標値

（％）
40

40 40 40 40

28.57

22.22
0
10
20
30
40
50

基準値 R6 R7 R8 R9 R10

⽬標値

基準値

実績値

区分︓④複数の法科⼤学院との連携
取組︓④-1北海道⼤学法科⼤学院、⼀橋⼤学法科⼤学院及び慶應義塾⼤学

法科⼤学院との連携による法科⼤学院運営上の諸課題の分析・検証
重要度︓10％
KPI︓未修者の修了2年⽬までの合格率

区分︓⑧⼤学独⾃の取組
取組︓⑧-1東北・北関東・信越地⽅の⼤学から法曹への道を広げる情報発信
重要度︓25％
KPI︓講演会⼜は学⽣討論会参加者のうち、対象県所在の⼤学在学者・出⾝者

の⼈数

（％）
40

40 40 40 40

28.57

22.22
0
10
20
30
40
50

基準値 R6 R7 R8 R9 R10

⽬標値

基準値

実績値

（⼈）
20

20
25 25
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19

38

0

10

20

30

40

基準値 R6 R7 R8 R9 R10

⽬標値

基準値

実績値

区分︓⑤地域の⾃治体や法曹界、産業界との連携
取組︓⑤-1仙台弁護⼠会などとの連携による法曹継続教育プログラムの実施

その他学術的な知⾒の地域への発信
重要度︓25％
KPI︓公開講座参加者のうち、対象県の弁護⼠会に所属する者の⼈数

（⼈）
25 30

35
40

45

19.3

34

0
10
20
30
40
50

基準値 R6 R7 R8 R9 R10

⽬標値

基準値

実績値

区分︓③法曹コースをはじめとした学部との連携
取組︓③-1東北⼤学法学部法曹コース及び新潟⼤学法学部法曹コースへの

さらなる協⼒
重要度︓25％
KPI︓協定先の法曹コース出⾝者の修了1年⽬までの司法試験合格率

（％） 70
70 70 70 70

63.33 66.67

55

60

65

70

75

基準値 R6 R7 R8 R9 R10

⽬標値

基準値
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筑波⼤学⼤学院⼈⽂社会ビジネス科学学術院法曹専攻 機能強化構想
教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

①法学未修者学⽣各⼈の習熟度に配慮したきめ細かい教育をさらに充実。②社会⼈法科⼤学院教育へのICTや録画授業の積極的導⼊による場所的・時間的障害の解消。
③他の⼤学（４⼤学）間での単位互換制度及び共同ＦＤ活動による教育の質・量の拡充。

区分︓① 未修者教育の
充実
取組︓①-1 ⼊学前プロ
グラム等による教育補助
１）科⽬等履修⽣制度
の実施。
２）対外向けのエクステ
ンション講座の法学⼊⾨
の実施。
３）⼤学院説明会での
個別相談会の実施

令和６〜令和10年度の機能強化構想

筑波⼤学⼈⽂社会ビジネス科学学術院法曹専攻においては、多様なバックグランドを有する⼈材に広く法曹界への⾨⼾を開くという理念の下、開設以来⼀貫して社会⼈を対
象に夜間・週末開講に特化。豊富な社会経験を活かし活躍できるより多くの法曹を、ますます効果的に育成輩出し、社会⼈未修者教育の拠点校としてのブランド⼒をさらに強
化。

構想を実現するための区分・取組

区分︓① 未修者教育の
充実
取組︓①-2 個々の社会
⼈法学未修者学⽣に対す
る教育補助
１）⻑期履修制度の活
⽤
２）チューターゼミの活⽤
３）学⽣カルテや学⽣調
査票を活⽤した学⽣の個
別相談の実施
４）修了⽣のためのエク
ステンション講座等の開
設・充実

区分︓② 社会⼈学⽣に
対する⽀援
取組︓②-1 社会⼈学⽣
に対するＩＣＴ教育の拡
充
１）ＩＣＴを活⽤したリ
アルタイムの遠隔授業およ
びオンデマンド録画授業
２）オンラインでの個別
相談の機会の活⽤

区分︓② 社会⼈学⽣に
対する⽀援
取組︓②-2 社会⼈学⽣
に対するオンデマンド⽅式
の遠隔授業の活⽤
教室での対⾯授業やリア
ルタイムオンラインによる双
⽅向式教育と遜⾊のない
オンデマンド授業を提供

区分︓④ 複数の法科⼤
学院との連携
取組︓④-1 ４⼤学単位
互換科⽬の相互提供の
充実
他⼤学から司法試験選
択科⽬の提供を受け、司
法試験選択科⽬等の履
修機会の充実を図る

KPI︓未修者コースの⼊試
競争倍率
基準値︓3.73倍
R10⽬標値︓4.00倍

KPI︓当専攻の未修者司
法試験合格率
基準値︓16.3％
R10⽬標値︓23.1%

KPI︓当専攻の標準修業
年限終了率
基準値︓32.4％
R10⽬標値︓40.0%

KPI︓毎年の実定法基礎
科⽬（必修科⽬）の録画
オンデマンド授業受講⽣の
平均GPA
基準値︓GPA1.49
R10⽬標値︓GPA1.52

KPI︓全体の司法試験合
格率
基準値︓26.8%
R10⽬標値︓36.8%
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1.49
1.52 1.52 1.52 1.52 1.52

1.4
1.45
1.5
1.55
1.6
1.65

基準値 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度

区分︓① 取組︓①-1⼊学前プログラム等による教育補助
重要度︓20％ KPI︓未修者コースの⼊試競争倍率

3.73 3.74 3.81 3.87 3.94 4.00
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区分︓① 取組︓①-2 個々の社会⼈法学未修者学⽣に対する教育補助
重要度︓25％ KPI︓当専攻の未修者司法試験合格率

区分︓② 取組︓②-1 社会⼈学⽣に対するＩＣＴ教育の拡充
重要度︓15％ KPI︓当専攻の標準修業年限終了率

区分︓② 取組︓②-2 社会⼈学⽣に対するオンデマンド⽅式の遠隔授業の活⽤
重要度︓20％ KPI︓毎年の実定法基礎科⽬（必修科⽬）の録画オンデマ
ンド授業受講⽣の平均GPA

区分︓④ 取組︓④-1 ４⼤学単位互換科⽬の相互提供の充実
重要度︓20％ KPI︓全体の司法試験合格率

1.61
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千葉⼤学⼤学院専⾨法務研究科法務専攻 機能強化構想
教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

本研究科では、今後５年間の機能強化構想として、次の取組を着実に実施する。取組①-1 未修者教育の質の改善、取組③-1 連携先学部との段階的な法曹養成教育の
強化・充実、取組④-1 ⾦沢⼤学法科⼤学院との連携の強化・充実、取組⑥-1 ⽂書作成能⼒の強化・充実、取組⑦-1 ⼥性学⽣の学修⽀援体制の整備・充実

区分:①未修者教育の充実
取組:①-1未修者教育の
質の改善
 未修者の基礎的な学⼒
の向上のため、1)⼊学前教
育、2)１年次基礎科⽬によ
る教育、3)修了⽣弁護⼠に
よるチュートリアルの連携を図
り、組織的かつ効率的に学
⼒を向上させる。
 令和6年度から教育改善
委員会及び教育⽅法研究
会における議論を充実させて、
指導⽅法の改善・充実を徹
底させる。
 令和7年度からは上記の
取組みに加えて、効果測定
のため検定試験受験も実施。

令和６〜令和10年度の機能強化構想

本研究科は、⽣きている⼀⼈ひとりのために常に⽣活者の視点を忘れない「⼼」ある法律家の養成を理念とする。現実の社会に⽣起する法律問題を的確に把握し、その公正な
解決のために法を創造的に⽤いることのできる法曹⼈材の養成を⽬標とし、そのために基礎⼒が重要であるとの認識に基づき、その涵養を重視した教育を実施していく。また、
様々なバックグラウンドを有する者を積極的に受け⼊れ、少⼈数教育により多様な価値観や個性を尊重できる法曹⼈材の養成に努める。東京圏に位置しながら千葉県という
地域に根差した法科⼤学院として、⼥性をはじめLGBTQ等、少数者への配慮、他者への思いやりや優しさを忘れない⼈権感覚の優れた法曹⼈材の養成に⼒を注いでいく。

構想を実現するための区分・取組
区分:③法曹コースをはじめ
とした学部との連携
取組:③-1連携先学部との
段階的な法曹養成教育の
強化・充実
 本学法政経学部の法曹
コースプログラムでは少⼈数
教育を⾏い、連携協議会に
て授業⽅法や成績評価⽅
法を検証し、教育の質の改
善に取り組む。
 ⿅児島⼤学法⽂学部・
明治学院⼤学法学部の法
曹コースとの連携に関し連携
協議会を通じてコミュニケー
ションを強化。
 5年間を通じ優秀な法曹
コース出⾝者を迎え⼊れる。

区分:④複数の法科⼤
学院との連携
取組:④-１⾦沢LSとの
連携の強化・充実
 ①合同で開講する「現
代法の諸問題」をオンライ
ンで実施し、②⾦沢LS
「クリニック」へ千葉LS学
⽣・教員が参加する⼀⽅、
③千葉LS「刑事裁判傍
聴」へ⾦沢LSの学⽣・教
員が参加する他、両LSの
合同FD・学⽣同⼠の交
流イベント・両LS⼊試問
題の相互チェック等⾏う。
 5年間を通じて実施し、
⾦沢LSとの交流を推進
する。

区分:⑥教育の充実
取組:⑥-1⽂書作成能
⼒の強化・充実
 専任教員等が中⼼と
なって、具体的な事案を
題材に学⽣が起案した
⽂書について解説・講評
を通じた授業を実施する。
憲法、⺠法、刑法、⾏
政法、商法、⺠事訴訟
法及び刑事訴訟法を対
象として対⾯授業を原則
とするが、在学⽣のみな
らず、修了⽣に対しても、
起案演習への参加の機
会を提供することとする。
 5年間を通じて実施す
る。

区分:⑦⼥性法曹輩出に
対する取組
取組:⑦-１⼥性学⽣の
学修⽀援体制の整備・充
実
 学修環境を整備するこ
とを⽬的として、地⽅出⾝
の⼥性学⽣及び遠距離
通学をする⼥性学⽣の家
賃補助を実施し、かつ、⼥
性学⽣のために毎⽉1回
懇親会を開催し、常時安
⼼して学修に専念できる
環境を提供する。早稲⽥
⼤学のFLPシンポジウムも
共催。
 5年間を通じて実施し、
⼥⼦学⽣を迎え⼊れる。

KPI︓共通到達度確認試
験の成績が全国平均を上
回る学⽣数の⽐率
基準値:37％
R10⽬標値:67％以上

KPI︓協定先法曹コース
出⾝者の司法試験合格
率（単年度）
基準値:33％
R10⽬標値:70％以上

KPI︓本研究科学⽣の
①②③への参加者数

基準値:12⼈
R10⽬標値:22⼈以上

KPI︓司法試験合格
率（直近3年間の累積
合格率）
基準値:30％
R10⽬標値:55％以上

KPI︓年度ごとの⼥性
⼊学者数の⼊学者総
数に占める⽐率
基準値:29％
R10⽬標値:40％以上

機能強化構想充実分
区分:地域の⾃
治体や法曹界、
産業界との連携
取組:千葉県弁
護⼠会との連携
 千 葉 県 弁 護
⼠会と連携し、シ
ンポジウム等を最
低年1回開催し
法曹志望者等に
向けて弁護⼠業
務等の普及・啓
蒙活動を⾏う。

区分:複数の法
科⼤学院との連
携
取組:四⼤学によ
る単位互換協定
に基づく授業提
供の改善・強化
 互いの強みを
⽣かした授業等
の提供を図る他、
教育⽅法の検討
改善を図る合同
FDを最低年1回
実施する。期待される成

果:法曹志望の
参加者が若⼿
弁護⼠の実体
験に触れること
で学修意欲をよ
り⾼める効果が
期待される。

期待される成
果:法律選択科
⽬の履修機会
の増加。教員間
の情報共有によ
り授業スキルの
改善・充実。
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区分︓①未修者教育の充実 取組︓①-1未修者教育の質の改善
重要度︓20％ KPI︓共通到達度確認試験の成績が全国平均を上回る学⽣数の⽐率
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区分︓③法曹コースをはじめとした学部との連携
取組︓③-1連携先学部との段階的な法曹養成教育の強化・充実
重要度︓20％ KPI︓協定先法曹コース出⾝者の司法試験合格率（単年度）

区分︓④複数の法科⼤学院との連携
取組︓④-１⾦沢LSとの連携の強化・充実
重要度︓20％ KPI︓本研究科学⽣の①②③への参加者数

区分︓⑥教育の充実 取組︓⑥-1⽂書作成能⼒の強化・充実
重要度︓20％ KPI︓司法試験合格率（直近３年間の累積合格率）

区分︓⑦⼥性法曹輩出に対する取組
取組︓⑦-１⼥性学⽣の学修⽀援体制の整備・充実
重要度︓20％ KPI︓年度ごとの⼥性⼊学者数の⼊学者総数に占める⽐率

（⼈）
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東京⼤学⼤学院法学政治学研究科法曹養成専攻 機能強化構想
教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

これまでの教育を継続しつつ、国際的な問題への対応能⼒の強化、AI等の先端技術の⾶躍的発展への対応能⼒の強化の⼀層の充実を図る。法曹を志す法学部学⽣の法科
⼤学院における学修を促進するため、法学部と連携し、法曹コース及び早期卒業制度を活⽤しつつ、法曹養成機能の強化を図る。より多様なバックグラウンドをもつ⼈材を法律
家として育成するための取組として、法学未修者に対して従来実施してきた学修⽀援を継続しつつ、⼀層の充実を図るとともに、より多くの⼥性法曹を育成するため、特に⼥性を
意識した形で、法曹という職業の魅⼒を発信する活動を強化する。

区分︓①未修者
教育の充実
取組︓①-1本法
科⼤学院修了⽣に
よる未修者指導を
通じた法学未修者
の学修⽀援の充実
本法科⼤学院修
了⽣である若⼿
法律実務家を講
師とする個別の⽂
章作成指導

令和６〜令和10年度の機能強化構想

本法科⼤学院は、国⺠や社会に貢献する⾼い志と強い責任感、倫理観を持ち、先端的法分野や国際的法分野でも活躍しうる優れた法律実務家を養成することを⽬的とし、
これを達成するための教育⽅針として、①法曹としての基幹能⼒の育成、②国際的問題への対応能⼒の育成、③多様な分野で活躍できる⼈材の育成を重視してきた。今後
も基本的な理念を堅持するとともに、社会の変化に伴う新たな課題・要請を踏まえ、教育の内容・⽅法のさらなる⾼度化を⽬指し、法学既修者に対しては法科⼤学院での学
修を⼀層促すとともに、未修者に対する教育の⼀層の充実を図る。また、⼥性法曹輩出への取組も、⼀層強化する。

構想を実現するための区分・取組
区分︓③法曹コー
スをはじめとした学
部との連携
取組︓③-1法学
部との連携による
法科⼤学院での学
修の促進と法曹養
成プロセスの機能
強化
法曹コース特別
選抜、共同開講・
科⽬等履修、進
学奨励⾦制度、
ガイダンス等による
周知

区分︓⑥教育の
充実
取組︓⑥-１理系
等との学際的・分
野融合的セミナー
等 を 通 じ た 先 端
的・応⽤的な学修
機会の充実・強化
先端ビジネスロー
プログラムにおける
分野融合的・学
際的・実践的セミ
ナーへの参加機会
の提供など

区分︓⑦⼥性法
曹輩出に対する取
組
取組︓⑦-1法科
⼤学院への⼥性の
進学を推進するた
めの広報・⽀援活
動の充実・強化
⼥性を登壇者と
する講演会等の
充実によるロール
モデルの提⽰、法
曹への関⼼の喚
起

区分︓⑧⼤学独
⾃の取組
取組︓⑧-１海外
派遣等による国際
的・先端的法分野
への対応⼒強化
海外の法律事務
所・⼤学等への学
⽣の派遣

KPI︓既修者の修
了直後の司法試験
合格率を100とした
場合の未修者の修
了直後の司法試験
合格率
基準値︓35.2％
R10⽬標値︓
50％

KPI︓協定先の法
曹コース出⾝者の司
法試験合格率
基準値︓75％
R10⽬標値︓
85％

KPI︓他研究科等
と連携した講演、国
際セミナー等の参加
⼈数
基準値︓年1600
名
R10⽬標値︓年
2000名

KPI︓法曹⼜は法
曹志望者である⼥
性が登壇する講演
会等の参加⼈数
基準値︓年100名
R10⽬標値︓年
150名

KPI︓海外法律事
務所等への派遣数
基準値︓年8名
R10⽬標値︓年
15名

区分︓⑧⼤学独
⾃の取組
取組︓⑧-２英語
での授業の充実に
よる国際的な法律
家の育成の推進
受講者⾃らが能
動的に英語で質
問し議論に参加す
ることを求める授
業の展開

KPI︓英語での授
業の履修者数
基準値︓年55名
R10⽬標値︓年
85名

区分︓
⑧⼤学独⾃の
取組
取組︓
アジア法の教育
を 通 じ た 多 ⾯
的・創造的な法
律家の育成
東アジア諸国
の⼤学教員・
実務家を講師
として招聘し、
夏季に集中的
に、アジア法に
関連する授業
を開講

区分︓
⑧⼤学独⾃の
取組
取組︓
持続可能な⾼
度の法科⼤学
院 教 育 の た め
の法学研究者・
法学教員の育
成
法学研究者
（ 法 学 教
員）の養成機
能 を さ ら に 強
化

期待される成
果︓アジア諸国
で活躍する法律
家の育成

期待される成
果︓次世代の法
学研究者・教員
を安定的に確保

機能強化構想充実分
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区分︓① 取組︓①-1本法科⼤学院修了⽣による未修者指導を通じた法
学未修者の学修⽀援の充実
重要度︓20％ KPI︓既修者の修了直後の司法試験合格率を100とした場合の
未修者の修了直後の司法試験合格率
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区分︓⑥ 取組︓⑥-１理系等との学際的・分野融合的セミナー等を通じた
先端的・応⽤的な学修機会の充実・強化
重要度︓20％ KPI︓他研究科等と連携した講演、国際セミナー等の参加⼈数

区分︓⑧ 取組︓⑧-２英語での授業の充実による国際的な法律家の育成
の促進
重要度︓20％ KPI︓英語での授業の履修者数

区分︓⑦ 取組︓⑦-1法科⼤学院への⼥性の進学を促進するための広報・
⽀援活動の充実・強化
重要度︓10％ KPI︓法曹または法曹志望者である⼥性が登壇する講演会等の
参加⼈数
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区分︓③ 取組︓③-1法学部との連携による法科⼤学院での学習の促進と
法曹養成プロセスの機能強化
重要度︓20％ KPI︓協定先の法曹コース出⾝者の司法試験合格率
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⼀橋⼤学⼤学院法学研究科法務専攻 機能強化構想
教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

「⼀橋モデル」の充実を図るために、ビジネス、国際、⼈権の各分野を中⼼とした教育を⼀層拡充し、きめの細かい学修⽀援により取り残される学⽣が出ることを防⽌し、法曹
コースへの積極的コミットによる学部教育との連携の深化や、⼥性学⽣の受け⼊れ促進等による⼊学者の多様性の確保に取り組む。また、在学中に正課内外で様々な体験の
機会を提供し、学⽣のキャリア形成を⽀援することにより、学⽣の多様な進路の可能性を開くとともに、学⽣の循環サイクルをより強固なものとしていく。

区分︓①未修
者教育の充実

取 組 ︓ ① - １
未修者の司法
試験合格率の
維持・向上

基 本 的 法 律
科⽬中⼼のカ
リキュラム
2年次進級時
の厳格な実⼒
確認
担任制度、学
修アドバイザー
ゼミ、学⽣の⾃
主ゼミ
以上の仕組み
を通じた質の
⾼い未修者教
育の維持・向
上

令和６〜令和10年度の機能強化構想

⼀橋⼤学⼤学院法学研究科法務専攻は、ビジネス法務に精通し、広い国際的視野を持ち、豊かな⼈権感覚を有する法律家の育成を⽬的としている。司法試験合格にとどま
らず、将来の指導的法律家の養成、社会貢献の志の醸成に注⼒している。今後は「⼀橋モデル」を充実させることで、修了⽣の活躍の場の拡⼤を図っていく。

構想を実現するための区分・取組
区分︓ ①未修者
教育の充実

取組︓①-2 未
修 者 の 標 準 修
業 年 限 修 了 率
の向上

⼊学前の個別
指導、担任制度
等を活⽤したき
めの細かい対応
早期の学修アド
バイザーゼミ開講
共通到達度確
認 試 験 及 び 進
級試験実施によ
る総復習の機会
の提供
東北⼤学との合
同FDによる従来
の未修者教育の
検証

区分︓③法曹コースをは
じめとした学部との連携

取組︓③ 連携協定先
法曹コースとの連携の充
実 に よ る 協 定 先 法 曹
コース出⾝者の司法試
験合格率の維持
連携協定先法曹コースの
教 育 の 充 実 へ の 寄 与
（法律家の仕事の魅⼒
発信、法曹コース独⾃の
教育の⽀援、 法曹コース
の広報等）
５年⼀貫型教育選抜制
度のさらなる整備︓海外
留学者の5年⼀貫型選
抜の受験機会確保など幅
広い学修を尊重する⼊試
制度の改善
法曹コース出⾝者の法科
⼤学院進学後の個別指
導体制の充実

区分︓⑦⼥性法曹
輩出に対する取組

取組︓⑦ ⼥性法
曹養成のための
⽀援とロールモデ
ルの提⽰による在
学⽣⼥性⽐率の
向上

在学⽣⽀援︓ク
ラス編成・⽋席配
慮、担任⾯談
ロールモデル︓⼥
性法曹のキャリア
指 導 ( 講 演 会 ・
キ ャ リ ア ア ド バ イ
ザー座談会・学修
アドバイザーゼミ)
⼥性の⼊学を促
進するための広報
の推進

区分︓⑧⼤学独⾃の
取組

取組︓⑧-1 「体験・
議論・成⻑プロセスを
重視した教育」と「取り
残される学⽣を最少
化する取組」の充実・
強化による標準修業
年限修了率の維持
「⼀橋モデル」の根幹
となる学⽣の「体験・
議論・成⻑プロセス」
を具体化する多様な
学修機会と学⽣⽀援
の提供
法曹としての将来を
⾒据えた優秀な学⽣
への訴求⼒があり、取
り残される学⽣が出な
いように配慮した教育
体制の充実・強化

KPI︓未修者の司
法試験合格率
基準値︓33％
R10⽬標値︓
40％

KPI︓未修者の標
準修業年限修了率
（直近５年平均値）
基準値︓79.9％
R10⽬標値︓85％

KPI︓協定先の法曹コー
ス出⾝者の司法試験合格
率
基準値︓73.1％
R10⽬標値︓80％

KPI︓在学⽣⼥性
⽐率
基準値︓37％
R10⽬標値︓
40％

KPI︓標準修業年限
修了率（未修既修共
通）
基準値︓84.2％
R10⽬標値︓89％

区分︓⑧⼤学独
⾃の取組

取組︓⑧-2 学
⽣の循環サイク
ルの強化による
循環サイクル新
規参⼊修了⽣数
の増加

「⼀橋モデル」を
⽀える学⽣の循
環サイクル（在学
⽣→修了・司法
試験合格→実務
経験・⼤学院等
で研究→学修ア
ドバイザー・講師・
専任教員等として
再び法科⼤学院
に回帰するサイク
ル）の強化

KPI︓循環サイクル
新規参⼊修了⽣数
（直近３年平均値）
基準値︓7.41⼈
R10⽬標値︓10⼈

区 分 ︓ ② 社
会⼈学⽣に
対する⽀援

取 組 ︓ ② 教
育訓練給付
受給者数の
維持・増加
厚 ⽣ 労 働
省の専⾨実
践教育訓練
の積極的周
知
社 会 ⼈ 経
験を経て⼊
学 し て き た
修了⽣の経
験の広報

区分︓⑥教育の
充実

取組︓⑥研究志
向の修了⽣の
増加

研究者志望の
学⽣向けに論
⽂指導を受ける
ことのできる授
業科⽬を開講
学⽣の優れたリ
サーチペーパー
を掲載するオン
ライン雑誌を不
定期に刊⾏

機能強化構想充実分

期 待 さ れ る
成果︓類型
的により豊か
な 社 会 ⼈ ⽣
活を経験して
いると推測さ
れ る 学 ⽣ の
⼊学

期 待 さ れ る 成
果︓博⼠後期課
程進学者の増加
及び⾼度な研究
能⼒を有し、積極
的に学術論⽂を
執筆する実務家
の養成 18



区分︓① 取組︓①-１ 未修者の司法試験合格率の維持・向上
重要度︓15％ KPI︓未修者の司法試験合格率
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区分︓① 取組︓①-２ 未修者の標準修業年限修了率の向上
重要度︓15％ KPI︓未修者の標準修業年限修了率（直近５年平均値）

区分︓③ 取組︓③ 連携協定先法曹コースとの連携の充実による協定先
法曹コース出⾝者の司法試験合格率の維持

重要度︓30％ KPI︓協定先の法曹コース出⾝者の司法試験合格率

区分︓⑦ 取組︓⑦ ⼥性法曹養成のための⽀援とロールモデルの提⽰によ
る在学⽣⼥性⽐率の向上

重要度︓10％ KPI︓在学⽣⼥性⽐率

区分︓⑧ 取組︓⑧-1「体験・議論・成⻑プロセスを重視した教育」と「取り残さ
れる学⽣を最少化する取組」の充実・強化による標準修
業年限修了率の維持

重要度︓15％ KPI︓標準修業年限修了率（未修既修共通）

区分︓⑧ 取組︓⑧-2 学⽣の循環サイクルの強化による循環サイクル
新規参⼊修了⽣数の増加

重要度︓15％ KPI︓循環サイクル新規参⼊修了⽣数（直近３年平均値）

（％）

⼈
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⾦沢⼤学法学研究科法務専攻 機能強化構想
教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

区分︓③ 学部との連携
取組︓③-1
法学類科⽬の充実

令和６〜令和10年度の機能強化構想

構想を実現するための区分・取組

【KPI】 法曹養成プログ
ラム登録者数
【基準値】 14名
【R10⽬標値】 30名

区分︓④
取組︓千葉⼤
学法科⼤学院
との連携

区分︓④
取組︓九州・千
葉・筑波⼤学法
科 ⼤ 学 院 と の
４⼤学連携

単位互換協定を
提携している⼤学
相互間での、合
同FDを開催。⾦
沢⼤学専任教員
はFD研修会に参
加し教育⼒を強
化する。

⼤学間の機能
補完、教育改
善、学⽣間交
流が期待される

機能強化構想充実分

地域における法曹等、⾼度専⾨職業⼈の養成を⽬的として教育活動を⾏っている。すなわち、「地域に根ざした法曹教育」という基本理念のもと、弁護⼠過疎地域に隣接する地に位
置するという地域的特性にも鑑み、「地域社会の⼈の⽴場に⽴った法律家の養成」、「適切かつ迅速な紛争解決を⽬指し、事件を分野横断的に捉えることができる法律家の養成」及び
「紛争予防のための調整能⼒を備えた、社会貢献をなしうる法律家の養成」という教育⽬標を掲げている。設置当初に⽐し、近時、司法試験の合格率が芳しくない状況を改善するため、
（１)⾦沢⼤学法学類との連携強化、（２）４⼤学連携単位互換の促進、（３）⾦沢弁護⼠会・⾦沢⼤学法曹会との連携強化 に取り組む。

（１）⾦沢⼤学法学類との連携強化 ⾦沢⼤学法学類の学⽣に対し、早い段階から法曹への関⼼を喚起して、法曹養成プログラムへの登録者増を図るとともに、⾦沢⼤学法学類学
⽣からの⾦沢⼤学法科⼤学院への進学者を増加させる。また、⾦沢⼤学法学類との協同により、こうした進学者の司法試験合格率向上を⽬指す。
（２）４⼤学連携単位互換の促進 ４⼤学で連携し、各⼤学では２単位のみの提供にとどまっていた司法試験選択科⽬について、 互いに科⽬を提供しあい、単位互換科⽬として認
定することで、各⼤学における司法試験の選択科⽬の提供科⽬数を充実させる。これにより、⾦沢⼤学学⽣は司法試験選択科⽬についての選択の幅が広がる。
（３）⾦沢弁護⼠会・⾦沢⼤学法曹会との連携強化 ⾦沢弁護⼠会に設置されている⾦沢⼤学法科⼤学院⽀援委員会、および、⾦沢⼤学出⾝の法曹からなる⾦沢⼤学法曹会
との連携を強化し、法科⼤学院における教育および⽀援委員会・法曹会による学⽣指導を充実させることで、学⽣の学⼒および論述⼒の向上を⽬指す。

⾦沢⼤学法学類との法
曹養成プログラムへの登
録者を増加させる。
●令和6年度 法学類に
おいて法科⼤学院教員
が担当する授業科⽬やそ
の内容を⾒直す
●令和7年度 法学類で
の新しい授業科⽬を開講
●令和8年度以降 科
⽬の内容を順次改善する

区分︓③ 学部との連携
取組︓③-2
説明会・講演会の充実

【KPI】 ⾦沢⼤学法学類
から⾦沢⼤学法科⼤学院
短縮コースへの進学者数
【基準値】 2名
【R10⽬標値】 7名

⾦沢⼤学法学類の学⽣
に、⾦沢⼤学法科⼤学
院へ進学を促す。
●令和6年度 法学類と
法科⼤学院の学⽣どうし
の交流会を開催
●順次、法科⼤学院での
企画への、法学類⽣の参
加を増加させる

区分︓③ 学部との連携
取組︓③-3

早期の司法試験準備

【KPI】 法曹養成プログラム
修了者修了後１年⽬まで
の司法試験合格率
【基準値】 54%
【R10⽬標値】 75%

区分︓④ 複数の法科⼤
学院との連携
取組︓④-1 ⼤学単位
互換による司法試験選
択科⽬４単位の提供
オンラインで提供される4
⼤学間の単位互換科⽬
により、司法試験選択科
⽬提供科⽬数を充実させ、
学⽣の選択の幅を広げる。
●令和６年度以降 ４
⼤学連携単位互換科⽬
により修了単位を満たす
学⽣の数を増加させる。

【KPI】 ４⼤学連携提供
科⽬の履修登録者数
【基準値】 1名
【R10⽬標値】 3名

区分︓⑤地域の法曹
会との連携
取 組 ︓ ⑤ -1 弁 護 ⼠
会・法曹会との連携強化
による学習会の充実

【KPI】 司法試験合格率
【基準値】 18%
【R10⽬標値】 43%

⼤学院教育を補完する、
⾦沢弁護⼠会⽀援委
員会・⾦沢⼤学法曹会
が提供する学習会等の
機会を充実させる。
●令和６年度以降 司
法試験合格者を含めた
グループ学習環境提供
⽅法を検討する
●令和８年度以降 よ
り充実した学習環境の提
供を実施

「現代法の諸問
題」の共同開講、
「クリニック」参加、
「 刑 事 裁 判 傍
聴」参加、合同
FD、学⽣交流
会、⼊試問題
相互確認、教
材提供 を継続

⼤学間の機能
補完、教育改
善が期待される

⾦沢⼤学法学類の法曹養
成プログラム修了者が、⾦
沢⼤学法科⼤学院に進学
後、早期に司法試験に合
格できるようにする。
●令和６年度 法曹養成
プログラム登録者に、法科
⼤学院の授業科⽬の先取
履修を促す。
●令和７年度以降 法学
類⽣への論⽂指導の機会
を充実させる

20
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区 分︓④
重要度︓20％

【KPI】︓4⼤学連携提供科⽬の履修登録数
取 組︓④－１ ４⼤学単位互換による司法試験選択科⽬４単位の提供
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【KPI】︓司法試験合格率
取 組︓⑤－１ 弁護⼠会・法曹会との連携強化による学習会の充実

区 分︓⑤
重要度︓15％
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【KPI】 ︓法曹養成プログラム修了者修了後１年⽬までの司法試験合格率
取 組 ︓③－３ ⾦沢⼤学法学類教員と協同した早期の司法試験準備

（％）

21



区分︓⑧⼤学独⾃
の取組

取組︓⑧-3 法科⼤
学院経由の実
定法研究者養
成の活性化

実定法研究者の養
成を主⽬的とする科
⽬「ﾃｰﾏ研究Ⅰ」及
び 「ﾃｰﾏ研 究 Ⅱ 」 を
開講
上記科⽬の説明会
を開催し,専任教員
⾃⾝の経験,具体
的な研究ﾃｰﾏ例につ
いて説明
総合法政専攻の開
講科⽬の⼀部との
共同開講科⽬化

名古屋⼤学⼤学院法学研究科実務法曹養成専攻機能強化構想
教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

(1) 名古屋⼤学法学部法曹コースとの連携強化 (2) 学⽣の個別の能⼒・ニーズに応じた教育課程の再編 (3) ICTを活⽤した教育の拡充
(4) 学内外の組織との連携による国際性の強化 (5) 国際的視野を持った法曹や理系出⾝の法曹を輩出するための制度改⾰ (6) リカレント教育への尽⼒

区分:③法曹ｺｰｽをはじ
めとした学部との
連携

取組:③-1名古屋⼤学
法学部法曹ｺｰｽと
の連携強化

法曹ｺｰｽのｶﾘｷｭﾗﾑの
⾒直し,4年次修了
を導⼊
学⽣の学習⽀援に
当たる専任教員及び
その補助者の配置

・令和6年度に法曹ｺｰ
ｽ新ｶﾘｷｭﾗﾑ・4年次修
了を導⼊
・令和7年度から法曹
ｺｰｽ学⽣の学習⽀援
に当たる専任教員及
びその補助者の配置・
学習⽀援の実施,上
記新ｶﾘｷｭﾗﾑの着実な
実施・継続的⾒直し

令和６〜令和10年度の機能強化構想

「豊かな⼈間性と感受性に裏打ちされ,幅広い教養と優れた法的専⾨能⼒を備えた法曹の養成」，「広い国際的な関⼼を持つ法曹の養成」，
「市⺠⽣活に関連する分野について広範な知識を有する法曹の養成」

「法化社会を⽀え推進する法曹の養成」，「広い国際的な関⼼を持つ法曹の養成」，「多様な知識背景を有する法曹の養成」

構想を実現するための区分・取組
区分:⑤地域の⾃治体

や法曹界,産業
界との連携

取組:⑤-1ﾘｶﾚﾝﾄ教育に
よる社会貢献

展開・先端科⽬の⼀
部を⾃治体や法曹,
企業法務の現場で活
躍する法科⼤学院修
了者や弁護⼠等に開
放
上記の科⽬につきｵﾝ
ﾗｲﾝで授業を提供

・5年間を通じて上記の
取組みを実施

区分:⑥教育の充実
取組:⑥-1学⽣の個別

の能⼒・ﾆｰｽﾞに応
じた教育課程の再
編

在学中受験を⾏う学
⽣と⾏わない学⽣の
双⽅に配慮したｶﾘｷｭ
ﾗﾑの⾒直し
組織的な学修指導
・令和6年度に法科⼤
学院新ｶﾘｷｭﾗﾑ導⼊
・令和7年度から上記
新ｶﾘｷｭﾗﾑの着実な実
施
・法律基本科⽬(必
修)GPAと在学中受
験結果の相関の分析
に基づく組織的な学修
指導の実施

区分:⑥教育の充実
取組:⑥-2 ICTを活⽤

した教育の拡充

「DaAlps」の収録対
象科⽬の範囲を法律
基本科⽬(必修)の講
義科⽬から司法試験
選択科⽬の講義科
⽬等へと拡⼤し,収録
対象科⽬数を段階
的に増加

・5年間を通じて上記の
取組みを実施

区分:⑧⼤学独⾃の取
組

取組:⑧-1特別選抜⼊
試を活⽤した多様
な⼈材の輩出

未修者ｺｰｽ特別⼊試の
選抜⽅法を⾒直し,「国
際法曹枠・理系法曹
枠」を設定
法科⼤学院専任教員
担当の全学教育科⽬の
提供
・令和6年度より導⼊する
「国際法曹枠・理系法
曹枠」での選抜を着実
に実施し,令和7年度以
降同枠での⼊学者を
安定的に確保
・法科⼤学院専任教員
が全学教育科⽬を担当
し,学部学⽣に提供

KPI:法曹ｺｰｽ出⾝者の
⼊学者数

基準値 :4名
R10⽬標値:10名

KPI:法曹ｺｰｽ出⾝者
司法試験合格率

基準値 :65.0％
R10⽬標値:75.0％

KPI:標準修業年限
修了率（全体）

基準値 :66.5％
R10⽬標値:75.0％

KPI:「国際法曹枠・理系
法曹枠」⼊学者数

基準値 :1名
R10⽬標値:4名

区分︓⑧⼤学独⾃の取
組

取組︓⑧-2学内外の
組織と連携した国
際性の強化

CJLの⽇本法講師体
験・台湾最⾼裁等に
おける短期研修への
学 ⽣ 派 遣 ,CALE 院
⽣・ﾎﾟｽﾄﾞｸ研究協⼒
員の登録

・5年間を通じて上記の
取組みを実施(令和
7年度からは上記につ
き「国際法曹枠」に
よる⼊学者への働き
かけを実施)

KPI:派遣学⽣・
登録学⽣数

基準値 :3名
R10⽬標値:10名

KPI:ﾘｶﾚﾝﾄ履修者数

基準値 :2名
R10⽬標値:24名

機能強化構想充実分

期待される成果:
実定法研究者という
進路に⽬を向ける契
機となること 22
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KPI ︓リカレント履修者数

区分 ︓⑥ 取組︓⑥-1学⽣の個別の能⼒・ニーズに応じた教育課程の再編
重要度︓（R6）50％ （R7〜R10）25%
KPI ︓法曹コース出⾝者司法試験合格率

区分 ︓⑥ 取組︓⑥-2 ICTを活⽤した教育の拡充
重要度︓（R6）０％ （R7〜R10）15％
KPI ︓標準修業年限修了率（全体）

区分 ︓⑧ 取組︓⑧-1特別選抜⼊試を活⽤した多様な⼈材の輩出
重要度︓（R6）0％ （R7〜R10）15%
KPI ︓「国際法曹枠・理系法曹枠」⼊学者数

区分 ︓⑧ 取組︓⑧-2学内外の組織と連携した国際性の強化
重要度︓（R6）40％ （R7〜R10）10％
KPI ︓派遣学⽣・登録学⽣数
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区分 ︓③ 取組︓③-1名古屋⼤学法学部法曹コースとの連携強化
重要度︓（R6）０％ （R7〜R10）25％
KPI ︓法曹コース出⾝者の⼊学者数
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教育理念・今後の⽅向性ー「連携」の強化と「多様性」の尊重ー
「⾃由で公正な社会の実現のため、指導的な役割を果たす創造⼒ある法曹を養成する」との開学以来の教育理念を、今後、学⽣の「多様性」の確保にも
意を払いつつ、他の教育組織との「連携」を強化することを通して、より実質的・積極的に推進する。

令和６〜令和１０年度の機能強化構想

構想を実現
するための
区分・取組

法曹コース修了者の修了後
１年内司法試験合格率

90.0％（80.0％）

法学未修者
標準修業年限修了率
（直近３年間の平均値）
55.0％（49.4％）

京都⼤学法学部との連携により、
法曹基礎プログラムの運⽤や⼊
学者選抜基準の適切性を継続
的に検証し、法科⼤学院と法
学部が⼀体となった教育プロセ
スの改善・発展を図る。

法学未修者の教育内容に
つき、基礎学⼒の修得、法
⽂書作成能⼒の育成、学
習⽀援等を充実させるとと
もに、⼊学者選抜⽅法の改
善に取り組むことにより、多
様な知識・経験・能⼒をも
つ法曹の養成をめざす。

法学未修者教育について、
同志社⼤学法科⼤学院と
連携し、客観的指標を⽤い
た学習到達度の⽐較、授業
の共通化を意識した施策な
どを通して質の改善をはかる。

「特定研究学⽣」制度の拡
充、理論演習科⽬の開講な
どを通じ、素質と意欲のある
学⽣の進学促進をはかるとと
もに、⽐較法研究の導⼊的
科⽬の提供などにより、次代
を担う優れた法学研究者の
養成をめざす。

博⼠後期課程
進学者数

（直近3年間の平均値）

3.7⼈（3.3⼈）

単位互換科⽬
単位修得者延べ数
57⼈（47⼈）

未修者の修了後
１年内司法試験合格率
（直近３年間の平均値）
43.0%（37.5％）

２・３年次配当の科⽬につ
いて、同志社⼤学法科⼤学
院⽣の受⼊を継続・拡⼤す
るとともに、同校から外国法
関係科⽬の提供を受けて国
際化に対応するなど、連携に
よる相互の機能強化を推進
する。

①法学未修者等も⽀障なく教育プロセスに⼊れるようにする⼿厚い学習⽀援を⽤意することで、「多様性」に柔軟に対応する。②法学部との「連携」により法科⼤学院
と法学部が⼀体となった法曹教育課程を構築する改⾰を⾏う。③同志社⼤学法科⼤学院との「多様性」を伴う「連携」により、国際化に対応した教育および未修者
教育について⼀層の教育機能の強化をはかる。④法学研究科法政理論専攻と「連携」し、将来の法学教育を担う法学研究者の養成を推進する。

KPI
⽬標値

（基準値）

法学研究科附属法政策共同研究センター
との連携を強化し、最先端の法的問題に関
するグローバルな研究成果を教育に還元す
ることにより、⾼度な専⾨的知識の取得を通
じて法政策課題の解決能⼒を育成する。

先端的な領域にお
いて、国際的にも
指導的役割を果た
す法曹・研究者の
養成に貢献

⑥教育の充実

先端的な法政策
課題の法曹教育

への還元

京都⼤学法学部と連携し、本学出⾝の⼥
性法曹から、法律学の重要性や職業として
の法曹の魅⼒・楽しさを伝える機会を増やす。
また、⼥⼦学⽣が学びやすいよう環境整備
も⾏い、優秀な⼥⼦学⽣の法学部への進
学を促す。

本法科⼤学院の⼥
⼦学⽣⽐率の向上、
及び、修了⽣のうち
司法試験合格者
数に占める⼥⼦学
⽣数の増加

⑦⼥性法曹輩出に
対する取組

⼥性の受験者数
を増加させる取組

機能強化構想充実分
期待される効果 期待される効果

③法曹コースをはじめとした学部
との連携

③-１学部との連携強化を含めた
法曹教育プロセスの⾒直し

④複数の法科⼤学院との連携
④-１法学未修者教育に関
する同志社⼤学法科⼤学
院との連携

①未修者教育の充実

①-1 法学未修者の教育
内容の改善に向けた取組

④複数の法科⼤学院との連携
④-２２・３年次の教育に関
する同志社⼤学法科⼤学
院との連携

⑧⼤学独⾃の取組（博⼠課
程への接続）
⑧－1 優れた法学研究者
を養成する取組

京都⼤学⼤学院法学研究科法曹養成専攻 機能強化構想
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区分︓① 取組︓①-１ 法学未修者の教育内容の改善に向けた取組
重要度︓15％ KPI︓未修者の修了後１年内司法試験合格率（直近３年間の
平均値）

区分︓③ 取組︓③-１ 学部との連携強化を含めた法曹教育プロセスの⾒直し
重要度︓35％ KPI︓法曹コース修了者の修了後１年内司法試験合格率

区分︓④ 取組④－1 法学未修者教育に関する同志社⼤学法科⼤学院との連携
重要度︓15％ KPI︓法学未修者の標準修業年限修了率（直近3年間の平均値）

区分︓④ 取組︓④－2 ２・３年次の教育に関する同志社⼤学法科⼤学院との連携
重要度︓10％ KPI︓両法科⼤学院の単位互換科⽬の単位修得者延べ数

区分︓⑧ 取組︓⑧－1 優れた法学研究者を養成する取組
重要度︓25％ KPI︓博⼠後期課程進学者数（直近3年間の平均値）

KPI各年度⽬標値
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⼤阪⼤学⼤学院⾼等司法研究科法務専攻 機能強化構想
教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

○ ⼊学前－在学中－修了後までの⼀貫した教育システムの構築 【⼊学前】協定先法曹コースと提携し、優秀な学⽣を本研究科へ導き育成。本研究科が法学部在学中か
ら関与し⼊学後のスムースな移⾏に配慮。【在学中】コンタクトチャートシステムを活⽤、具体的・個別的な学修⽀援を通じ、特に法学未修者の学⼒を底上げ。短期間での司法
試験合格を⽀援し、3年次後期の教育内容を⼯夫。【修了後】修了⽣のキャリア⽀援。実務法教育も視野に⼊れた広い意味での法曹養成の拡充。法曹となった修了⽣と連携
して、在学⽣の教育に対する協⼒関係を構築・修了⽣⾃⾝のニーズに応じた事業の展開。
○ ⼤学内外の各種組織との密接な連携 学内各種部⾨と連携。他⼤学との相互交流により双⽅の教育実績を向上。地域の法曹界と提携し、法曹界全体の活性化に寄与。

区分︓①未修者教育の充実
取組︓①-1 学修初期段階にお
けるスモールステップメソッドの実
践

アクティブ･ラーニングの推進、
⼊学前学習プログラムの充実、
ICTを利⽤した教員向けの教育
⼿法の周知と充実

R6は取組を準備し実施
R7〜R9は上記の取組みの改
善点の検討と反映を実施
R10は次期に向け課題を検討

令和６〜令和10年度の機能強化構想

⼤阪⼤学⼤学院⾼等司法研究科法務専攻においては、「新時代を担う真のLegal Professionalsの育成」という理念の下、①総合⼤学としての強みを活かし、学⽣の出
⾃の多様化を図るとともに、⽀援強化を通じた教育の充実化。②法曹養成の中核を担う法科⼤学院として、協定先法曹コースや関⻄⼤学をはじめとする他⼤学の法科⼤学
院との連携を強化し、法科⼤学院全体の質の向上に寄与。③地域の法曹界と連携し、かつ、法曹となった修了⽣の助⼒も得て、地域に貢献する法曹やグローバルに活躍する
法曹を⽀援して、社会の法化に貢献。

構想を実現するための区分・取組
区分︓③法曹コースをはじめと
した学部との連携
取組︓③-1 短期法曹養成を
⽬指した協定先との連携強化
阪⼤法曹コースとの連携として、
法曹志望者向け1年次演習の
開講、科⽬等履修等の履修適
正化、LS⽣による法曹コースゼ
ミ参加
⾹⼤法曹プログラムとの連携と
して、LSの教育を受ける機会確
保、教員との共同FD活動

R6は取組を準備し実施
R7〜R9は上記の取組みの改
善点の検討と反映を実施
R10は次期に向け課題を検討

区分︓④複数の法科⼤学院と
の連携
取組︓④-1 ⼤阪⼤学と関⻄
⼤学の互いの強みを活かした相
互協⼒

連携講義・共同セミナー実施、
⼊学前指導の相互乗り⼊れ、
単位互換科⽬の維持・充実、
オンラインFDの充実、裁判所⾒
学等の共同企画の実施

R6は取組を実施
R7〜R9は上記の取組みの改
善点の検討と反映を実施
R10は次期に向け課題を検討

区分︓⑤地域の⾃治体や法曹
界、産業界との連携
取組︓⑤-1 修了⽣ネットワー
クを活⽤した地域法曹界への⼈
材輩出
修了⽣ネットワークの構築、イン
ターン・エクスターンの拡充、キャ
リアセミナーの開催、マッチングの
ための法律事務所説明会の開
催、地域の弁護⼠との情報交
換の充実

R6は修了⽣ネットワークを構築
R7は取組を準備し実施
R8〜R9は上記の取組みの改
善点の検討と反映を実施
R10は次期に向け課題を検討

区分︓⑥教育の充実
取組︓⑥-1 在学中受験を視
野に⼊れた教育体制の確⽴

カリキュラムの改編、授業等のデ
ジタル・コンテンツの⼊学前学
⽣・在校⽣・修了⽣への公開、
補助教員（OB・OG弁護⼠
等）の活⽤、コンタクトチャート
システムの活⽤による学修状況
の把握

R6は取組を準備し実施
R7〜R9は上記の取組みの改
善点の検討と反映
R10は次期に向け課題を検討

KPI︓２年次進級率（未修）
基準値︓56.5％
R10⽬標値︓67%

KPI︓協定先法曹コースから特
別選抜による進学者の修了1年
⽬までの司法試験合格率
基準値︓65％
R10⽬標値︓80％

KPI︓授業満⾜度平均値
基準値︓4.00点
R10⽬標値︓4.20点

KPI︓マッチング成功事例の数
基準値︓0件
R10⽬標値︓7件

KPI︓カリキュラム満⾜度平均値
と補助教材等満⾜度の平均値と
の合計
基準値︓6.91点
R10⽬標値︓7.91点 26



区分︓① 取組︓①-1 学修初期段階におけるスモールステップメソッドの実践
重要度︓R6:0％、R7〜R10:25％ KPI︓２年次進級率（未修）

KPI各年度⽬標値
区分︓③
取組︓③-1 短期法曹養成を⽬指した協定先法学部法曹コースとの連携強化
重要度︓R6:40％、R7〜R10:25％
KPI︓協定先法曹コースから特別選抜による進学者の修了1年⽬までの司法試験合格率

区分︓④
取組︓④-1 ⼤阪⼤学と関⻄⼤学の互いの強みを活かした相互協⼒
重要度︓R6:20％、R7〜R10:15％ KPI︓授業満⾜度平均値

区分︓⑤ 取組︓⑤-1 修了⽣ネットワークを活⽤した地域法曹界への⼈材輩出
重要度︓15％ KPI︓マッチング成功事例の数

区分︓⑥ 取組︓⑥-1 在学中受験を視野に⼊れた教育体制の確⽴
重要度︓R6:25％、R7〜R10:20％
KPI︓カリキュラム満⾜度平均値と補助教材等満⾜度の平均値との合計
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神⼾⼤学法学研究科実務法律専攻 機能強化構想

区分︓未修者教育の充実
取組①︓未修者スタート
アップ・プログラムの継続と発
展

教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

教育理念１に対応して、未修者については、既に⾼い評価を得ている未修者スタートアップ・プログラムを継続・発展させ（取組①）、既修者については、法曹コースに関して、LS⼊学後
に円滑にその能⼒を向上させることができるような学部教育への⽀援を連携学部に対して⾏う（取組②）。広島⼤学など他LSと連携して教育効果を質的・量的に拡⼤する（取組③）。
教育理念２に対応して、海外エクスターンシップ等による実体験型教育を拡充し、外国法・企業内法務教育との相乗的な教育効果を⼀層向上させる（取組④）。教育理念３に対応
して、法学研究⼊⾨演習による博⼠後期課程への進学誘導を⾏うとともに、TLPとの協働など多様なルートによって研究者養成を⾏う（取組⑤）。

令和６〜令和10年度の機能強化構想

１．法曹に必要な基本的な知識と豊かな応⽤能⼒を有する職業法曹を養成すること。
２．グローバル・ビジネスローについて、特に深い知識と応⽤能⼒を有する職業法曹を養成すること。
３．将来の実定法の研究者を養成すること。

構想を実現するための区分・取組
区分︓法曹コースをはじめ
とした学部との連携
取組②︓神⼤LSの特⾊
を活かした有機的連携に
よる法曹コース時代の教
育モデルの確⽴とその普及

区分︓複数の法科⼤学院
との連携
取組③︓広⼤LSへの組織
的⽀援を中⼼とした、LS間
連携による教育⽔準の向
上

区分︓⼤学独⾃の取組
取組④︓グローバル・ビジ
ネスロー・プログラムの拡充

区分︓⼤学独⾃の取組
取組⑤︓多様なルートを通
じた法科⼤学院教育を担う
教員(研究者)の養成・確保

KPI︓直近２年間の法
学未修者コース修了者に
係る累積合格率

基準値︓ 30％
R10⽬標値︓ 42.5％

KPI︓連携法曹コース
出⾝者（受験者ベー
ス）の修了後１年⽬ま
での司法試験合格率
基準値︓ 65％
R10⽬標値︓71％

KPI︓神⼤LS授業・イ
ベントへの広⼤LS学
⽣・修了⽣の参加者
（単位ベース）
基準値︓６単位
R10⽬標値︓20単位

KPI︓海外エクスターン
シップへの学⽣及び修了
⽣の派遣⼈数

基準値︓４⼈
R10⽬標値︓８⼈

KPI︓研究者養成を視
野に⼊れた科⽬の受講
者数の累積値（⼈）

基準値︓34⼈
R10⽬標値︓59⼈

区分︓法曹コースをは
じめとした学部との連
携
取組︓７⼤学との連
携による法曹コースの
質の確保・向上と広報
活動の充実化

区分︓教育の充実
取組︓教育課程柔軟
化とICTを⽤いた学修
⽀援強化

期待される成果︓
５年⼀貫型教育の
深化、法曹コースの
質・認知向上

期待される成果︓
未修者の進級率の
上昇、教育効果の
上昇

機能強化構想充実分

事前学修プログラム、適
時の勉強⽅法情報提供
会、教員による個別カウ
ンセリング、学⽣カルテの
作成を実施し、時機に応
じたきめ細かな指導体制
を実現する。
法 解 釈 基 礎 演 習 、
チューターゼミ、法律⽂書
作成会を実施し、法⽂
書作成能⼒の早期獲得
を推進する。
未修出⾝の上級⽣・修
了⽣にチューターや補助
教員として活躍してもらう。

広島⼤学LSに対する
組織的⽀援を継続す
るとともに、他LSとの連
携を量的・質的に拡⼤
する。
授業録画の提供、合
同FDなどを実施するこ
とにより、LSの教育⽔
準⾃体を⾼める。
R7以降の授業録画
提供拡⼤のため、R6に
制度的・⼈的準備を
⾏う。

(１)海外エクスターン
シップ、(２)外国法教
育、(３)ワープショップ
企業内法務を実施し、
グローバルな法律実
務における修了⽣の
競争⼒を⾼める。
R6〜8には、海外エ
クスターンシップ派遣の
正常化を進める。
R8〜10には、派遣
希望者数増加及び
派遣体制の拡充に向
けた取組を⾏う。

LS⽣にジョイントTLP
の受講を促し、法学研
究⼊⾨演習・論⽂演
習を提供して、将来の
TLPへの⼊学や後期
課程への進学を促す。
前期課程の学⽣等に
ついても、LSにおける
教育のための能⼒を涵
養する。TLPを通じた
実務家の研究能⼒形
成のための教育も継続。
R6は進学希望者のた
めの説明会を複数回
実施し宣伝を強化。

連携協議会、合
同FDなどを実施し、
法曹コースの教育
⽔準の向上及び
広報活動の充実
を図る。
５年間を通じて上
記の各施策を実
施。

在学中受験への
学⽣の動向を踏ま
え、カリキュラムの継
続的な改善を図る。
ICTによる教育効
果の改善（例︓未
修１年次の録画提
供のデフォルト化）
による教育補助、
対⾯授業における、
オンデマンドでの授
業開講による負担
の平準化と付加価
値の獲得を図る。

連携する神⼤法学部
と本LSの教員が同じ組
織に所属することを⽣
かし、学部法曹コース
ではLS教育を⾒据えた
授業を展開し、LS進
学後は、個別⾯談等
を通じて適時のモニタリ
ングを⾏うとともに、LS
授業を法曹コース⽣に
も開放し、有機的連携
教育モデルを確⽴する。
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区分︓未修者教育の充実
取組① 重要度︓20％
KPI︓直近２年間の法学未修者コース修了者に係る累積合格率

KPI各年度⽬標値
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71 71 71
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⽬標値
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区分︓法曹コースをはじめとした学部との連携
取組② 重要度︓30％
KPI︓連携法曹コース出⾝者(受験者ベース)の修了後１年⽬までの司法試験合格率

区分︓複数の法科⼤学院との連携
取組③ 重要度︓20％
KPI︓神⼤LS授業・イベントへの広⼤LS学⽣・修了⽣の参加者(単位ベース)

区分︓⼤学独⾃の取組
取組④ 重要度︓15％
KPI︓海外エクスターンシップへの学⽣及び修了⽣の派遣⼈数

区分︓⼤学独⾃の取組
取組⑤ 重要度︓15％
KPI ︓研究者養成を視野に⼊れた科⽬の受講者数の累積値(⼈)

32.5 35 37.5 40 42.530

38.5

0
10
20
30
40
50

基準値 R6 R7 R8 R9 R10

⽬標値
実績値

（％）（％）

（⼈）

2

4 4

6

8

4 4

0

2

4

6

8

10

基準値 R6 R7 R8 R9 R10

⽬標値

実績値
6

10
14

18 20

6

7.4

0

10

20

30

基準値 R6 R7 R8 R9 R10

⽬標値

実績値

（単位）

39 44
49

54 59

34

65

30
40
50
60
70
80
90
100

基準値 R6 R7 R8 R9 R10

⽬標値

実績値

（⼈）

29



期待される成果︓地元⾃治
体、企業、経済団体、医療
機関・福祉機関等と連携し
た地域課題の把握と解決策
の検討・実践

KPI︓在学⽣及び修了⽣の
単年度の司法試験合格率
基準値:36.4%
R10⽬標値:47%

KPI︓法務担当者養成基
礎研修アンケート満⾜度
基準値︓3.69
R10⽬標値︓3.85

KPI︓組織内弁護⼠・法務
担当者就職実績割合
基準値︓71.4%
R10⽬標値︓75%

KPI︓協定先の法曹コース
出⾝者（特別選抜⼊学
者）の修了後１年⽬までの
司法試験合格率
基準値︓66.7%
R10⽬標値︓80%

KPI︓法学未修者の修了
後１年⽬までの司法試験
合格率
基準値︓42.1%
R10⽬標値︓50%

岡⼭⼤学⼤学院法務研究科法務専攻 機能強化構想

以下の機能強化により、法科⼤学院⼊学前から修了後に⾄るまでの⼀貫したプロセスとしての法曹養成の仕組みを拡充する。
(１)岡⼭⼤学法学部・⾹川⼤学法学部との連携を強化して、中国・四国という地域環境において法曹を⽬指すことのできる環境を整備する。
(２)未修者教育の充実と司法試験在学中受験に対応した各種取組を実践し、個別⾯談と地域弁護⼠会と連携した授業参観・FD検討会による効果検証を⾏う。
(３)地元⾃治体、企業、経済団体、医療機関・福祉機関等と連携を⼀層促進し、法曹継続教育及び法律系⼈材の就職⽀援強化を図る。
(４)【機能強化構想充実分】地域と連携した権利擁護研究会・経済法研究会・⾏政法実務研究会によりシンクタンク機能を拡充する。

令和６〜令和10年度の機能強化構想

教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性
岡⼭⼤学⼤学院法務研究科は、 「地域に奉仕し、地域に根ざした法曹養成」の教育理念のもと、中国・四国地域における地域中核的法科⼤学院として、法学部教育と法科⼤学院
教育、その後の法曹継続教育及び就職⽀援を有機的に結びつけることにより、地域社会に有為な法律系⼈材の輩出（「岡⼭で育て地域に戻す」）を通じて地域貢献を実現する。

構想を実現するための区分・取組
区分︓⑥教育の充実
取組︓⑥在学中受験に向け
たカリキュラム改⾰の成果検
証とPDCAサイクルの確⽴
(1)丁寧な履修指導、(2)実
務実習科⽬の⼯夫、(3) 応
⽤演習科⽬の開講、(4) 最
終学年での「医療・福祉系」
「法とビジネス系」科⽬の積極
的な履修促進を⾏い、個別
⾯談や授業参観・FD検討会
による効果検証を実施
• 5年間を通じ取組を実施
• 毎年度、IR/IEの⼿法を⽤

いた効果検証を実施、順
次内容を改善

区分︓①未修者教育の充実
取組︓①法学未修者が安
⼼ し て 法 曹 を ⽬ 指 し
学べる環境整備
(1)導⼊教育充実、(2)学
修アドバイザーと専任教員の
協働による学修⽀援体制、
(3)ICT活⽤、(4)共通到
達度確認試験活⽤の各取
組を有機的に機能させ、個
別⾯談及び弁護⼠会と連
携した授業参観・FD検討
会による効果検証を実施
• 5年間を通じ取組を実施
• 毎年度、IR/IEの⼿法を

⽤いた効果検証を実施、
順次内容を改善

区分︓③法曹コースをはじ
めとした学部との連携
取組︓③協定先法学部と
の連携教育システムによる
法曹コース教育の拡充
(1)岡⼭⼤学法学部と連携
し、補助教員・TAを活⽤し
た「先輩が後輩を教えるシス
テム」の構築、(2)⾹川⼤学
法学部と連携した接続教育
の充実を図り、中国・四国
地域において法曹を⽬指す
ことのできる環境を整備
• 5年間を通じ取組を実施
• 毎年度、IR/IEの⼿法を

⽤いた効果検証を実施、
順次内容を改善

区分︓⑤地域の⾃治体や
法曹界、産業界との連携
取組︓⑤-1地域産業界と
の連携による法律系⼈材
の輩出システムの拡充
地域の企業・組織等と連携
した組織内弁護⼠・法務担
当者への就職⽀援のシステ
ムを拡充し、地域ニーズに対
応しうる法務系⼈材を安定
的、継続的に輩出
• 令和6・7年度はヒアリング

調査実施、結果分析
• 令和8年度に法務⼈材

育成コンソーシアムを形成、
⼈材輩出システムを再構
築

区分︓⑤地域の⾃治体や
法曹界、産業界との連携
取組︓⑤-2地域連携に基
づく研修事業・リカレント教
育の拡充
地域経済団体等と連携し、
地域ニーズを踏まえた(1)法
務担当者養成研修を実施
し、将来的に (2)履修証明
プログラムを構築し、リカレン
ト教育の拡充を図る
• 令和6・7年度は(1)実施、

(2)企画⽴案
• 令和8年度に法務⼈材

育成コンソーシアムを形成
し、(1)再構成、(2)内容
確定

• 令和9年度より(2)開始

区分︓⑤地域の⾃治体や法
曹界、産業界との連携
取組︓⑤-3地域⾃治体・産
業界と連携した研究会活動に
よるシンクタンク機能の拡充
「医療・福祉系」の分野を権
利擁護研究会が、「法とビジ
ネス系」の分野を経済法研
究会が、「⾏政法実務」の分
野を⾏政法実務研究会が担
い、地域連携に基づく本研究
科のシンクタンク機能を拡充
• 5年間を通じ、連携強化に

より研究会参加者数、成
果公表数の増加を実現す
る

機能強化構想充実分
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区分︓① 取組︓ ①法学未修者が安⼼して法曹を⽬指し学べる環境整備
重要度︓20％ KPI︓法学未修者の修了後１年⽬までの司法試験合格率
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区分︓⑤ 取組︓⑤-1地域産業界との連携による法律系⼈材の輩出システムの拡充
重要度︓20％ KPI︓組織内弁護⼠・法務担当者就職実績割合
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区分︓⑤ 取組︓⑤-2地域連携に基づく研修事業・リカレント教育の拡充
重要度︓20％ KPI︓法務担当者養成基礎研修アンケート満⾜度
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区分︓⑥ 取組︓⑥在学中受験に向けたカリキュラム改⾰の成果検証とPDCA
サイクルの確⽴

重要度︓20％ KPI︓在学⽣及び修了⽣の単年度の司法試験合格率
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区分︓③ 取組︓③協定先法学部との連携教育システムによる法曹コース教育の
拡充

重要度︓20％ KPI︓協定先の法曹コース出⾝者（特別選抜⼊学者）の
修了後１年⽬までの司法試験合格率

（％）
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広島⼤学⼤学院⼈間社会科学研究科実務法学専攻 機能強化構想

❶令和５年４⽉から広島⼤学法学部と同キャンパスとなったことを活かし、培ってきた個別指導の実績とノウハウを学部⽣・法曹コース⽣にも活⽤ ❷広島弁護⼠会と連携し、⼥性法曹の
キャリアイメージの形成や実現可能性に関する継続的な情報発信 ❸神⼾⼤学法科⼤学院との連携を通じて、教育内容の⽔準の向上と効率化、標準修業年限修了率の向上などにつな
げる ❹地⽅の中核都市に位置する法科⼤学院としての強みを活かし、組織内弁護⼠・法務担当者の輩出、広島弁護⼠会による授業参観の実施、課外ゼミ担当の修了⽣弁護⼠との共
同FDの開催、⼤学裁判所合同研究会を開催 ❺ICT活⽤による教育の充実 ❻「法の⽀配」を基盤とする平和構築と紛争解決に関する実践的な課外活動の機会を創設

区分︓③法曹コースをはじ
めとした学部との連携
取組︓法学部（法曹コース
を含む）との連携強化
本学法学部及び⾹川⼤
学法学部との連携を強化す
る

R6は本学法学部との連携
協議会において学修⽀援体
制を⾒直し、R6から本学法
曹コース学⽣に対してLS１
年授業及び⾃習室を提供
する
R6から⾹川⼤学法学部
⽣に出張授業等を⾏い、LS
進学への道筋に関する情報
を提供する

豊かな⼈間性と幅広い専⾨的学識、⾃ら課題を発⾒し解決する能⼒を備え、⾃由で平和
な持続的発展を可能とする社会の実現に貢献する⼈材を育成するという理念に基づき、次
の５つの資質を兼ね備えた法曹を養成する。 ●⾼度の専⾨性と深い学識 ●将来の法曹
としての実務に必要な専⾨的学識とその応⽤能⼒ ●豊かな⼈間性と幅広い教養 ●⾼度
専⾨職業⼈たる法曹としての職業倫理 ●平和を希求する精神

構想を実現するための区分・取組
区分︓⑦⼥性法曹輩出に
対する取組
取組︓⼥性の法曹キャリア
選択から実現までの継続
的・段階的プロセス・コンサル
テ ー シ ョ ン ― 地 元 弁 護 ⼠
(会)とのタッグを組んでの実
践―
教育段階の早期から⼥性
の法曹キャリア選択をサポー
トし、⼥性法曹の輩出・増
加に取り組む

毎年度、⼥性法曹キャリア
の選択を促す相談会、講演
会、シンポジウム等の⾏事を
実施

区分︓④複数の法科⼤学
院との連携
取組︓神⼾⼤学法科⼤学
院との連携
神⼤LS修了弁護⼠(リー
ガルフェロー)による課外ゼミ
を継続し、相対的な学⼒⽔
準を把握するとともに、神⼤
LS教員・リーガルフェローと合
同FDを定期開催し、未修
者教育を始めとするLS教育
の更なる充実を図る

R6は標準修業年限修了
率向上を⽬標に未修者選
抜機能(⼊試)の充実・強化
に向けた改善・⼯夫を⾏う
R7から事前学修指導など、
新たな取組を協働で推進

区分︓⑤地域の⾃治体や
法曹界、産業界との連携
取組︓法曹養成を核とした
拠点機能の強化と組織的
就業⽀援
官公庁や産業界、法曹三
者との連携を深め、教育研
究の質向上と改善を図り、
組織的就業⽀援を充実させ、
法曹養成を核とした拠点機
能を強化

毎年度①裁判所と合同研
究会、②教育課程連携協
議会を実施
R6からキャリアパス関係科
⽬の履修指導を強化し、受
講率の向上を図る

区 分 ︓ ⑥ 教 育 の 充 実
(ICTの活⽤)
取組︓ICTの活⽤による
教育の充実
⼊学前、在学中、修了後
の学修段階ごとにICTを活
⽤した学修指導を実施

R6から⼊学予定者に対し
オンライン⾯談、動画提供を
実施し⼊学前学修指導を
強化
R6から2年次配当までの
法律基本科⽬の授業録画
を開始し、在学⽣の学修フォ
ローを充実
R6から修了者を対象とした
オンライン指導体制を強化

KPI:協定先法曹コース修了
者で学部3年からの進学者
の修了後１年⽬までの司法
試験合格率(在学中含む)
基準値︓41.9％
R10⽬標値︓64％

KPI:司法試験合格者に占
める⼥性割合
基準値︓31％
R10⽬標値︓35％

KPI:標準修業年限修了率
基準値︓39.5％
R10⽬標値︓58.3％

KPI:修了者のキャリアパス関
係科⽬３科⽬以上受講率
基準値︓63％
R10⽬標値︓85％

KPI:司法試験合格率
（修了後３年以内）

基準値︓53%
R10⽬標値︓64.5%

区分︓⑧⼤学独⾃の取組
取組︓「法の⽀配」を基盤と
する平和構築と紛争解決に
向けて貢献できる法曹の養
成
(1)平和科⽬の受講の推
奨、(2)平和関連施設訪問
機会の確保、(3)講演会・シ
ンポジウムの開催、(4)本分
野で活躍する本専攻出⾝の
法曹との交流の場の設置

R6から上記(1)〜(4)の実
施

期待される成果︓平和構築
や紛争解決のために法的専
⾨知を活かす法曹⼈を輩出
し、それらの⼈が平和構築や
紛争解決を牽引する役割を
担うこと

機能強化構想充実分

❶法学部・法曹コースとの連携強化による⼀貫したきめ細かな法曹養成教育を実施
❷男⼥共同参画をリードする⼥性法曹輩出 ❸神⼾⼤学法科⼤学院との連携・協働の質
的・量的拡⼤による法科⼤学院教育の更なる充実と教育⽔準の向上
❹地域の⾃治体や法曹界、産業界との連携を深め法曹養成を核とした拠点機能強化
❺ICT活⽤による教育の充実 ❻⾃由で平和な国際社会の構築に貢献する法曹の養成

今後⽬指すべき⽅向性教育理念（教育⽅針）

令和６〜令和10年度の機能強化構想
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区分︓③ 取組︓法学部（法曹コースを含む）との連携強化
重要度︓R6: 0％、R7〜10: 20％
KPI︓協定先法曹コース修了者で学部3年からの進学者の修了後１年⽬までの

司法試験合格率(在学中含む)
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区分︓④ 取組︓神⼾⼤学法科⼤学院との連携
重要度︓R6: 50%、R7〜10: 30％ KPI︓標準修業年限修了率

区分︓⑤ 取組︓法曹養成を核とした拠点機能の強化と組織的就業⽀援
重要度︓10％ KPI︓修了者のキャリアパス関係科⽬３科⽬以上受講率

区分︓⑥ 取組︓ICTの活⽤による教育の充実
重要度︓30％ KPI︓司法試験合格率（修了後３年以内）

区分︓⑦ 取組︓⼥性の法曹キャリア選択から実現までの継続的・段階的プ
重要度︓10％ ロセス・コンサルテーション―地元弁護⼠(会)とのタッグを組

んでの実践― KPI︓司法試験合格者に占める⼥性割合
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機能強化構想充実分
取組︓「法の⽀配」を基盤とする平和構築と紛争解決に向けて貢献できる法曹の養成

期待される成果等︓
広島を拠点とする平和関
連施設・機関への訪問等、
「法の⽀配」に基づく平和
貢献について積極的に考え
る実習の実施などによる、
平和構築と紛争解決に貢
献できる法曹⼈の輩出

平和関連施設・機関への訪問の様⼦（広島平和記念公園）

実績はR7から
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九州⼤学⼤学院法務学府実務法学専攻 機能強化構想
教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

区分︓
⑥教育の充実（在学中受
験に向けた教育課程の⼯
夫）
取組︓
⑥法律基本科⽬における早
期の論述能⼒の涵養

既修者１年次（未修者
２年次）の法律基本科⽬
などにおいて、事例問題を
⽤いた添削指導を⾏うこと
により、論述能⼒の涵養・
向上を図る。添削指導の内
容は、FDでも取り上げるこ
とにより、教員間で共有する。

令和６〜令和10年度の機能強化構想

法曹養成にあたる教育機関として、理論と実務を架橋した教育課程を提供し「⼈間に対する温かい眼差しを持つ社会⽣活上の医師」としての法曹を着実に養成する。
その教育理念を実現するために、九州地域の基幹校として優秀な法曹⼈材を社会へ不断に送り出し、主に九州地域の司法サービスの向上に寄与することを⽬指す。

構想を実現するための区分・取組
区分︓
③法曹コースをはじめとした
学部との連携
取組︓
③法曹コースと連携した継
続的な論述能⼒の涵養

法曹養成連携協定を締
結した各学部の法曹コース
における論述能⼒の涵養を
図る授業の取り組みの継続
を通じて、本学の添削指導
をより効果的なものとし、法
曹コース出⾝者の合格率
向上へ繋げてゆく。

区分︓
①未修者教育の充実
取組︓
①未修者の着実な基礎⼒
涵養

とりわけ法律基本科⽬に
かかわる基礎知識を早期か
つ着実に定着させる。全て
の法律基礎科⽬において、
⼩テストと中間テストを確実
に実施するとともに、未修者
1年次向けの課外授業等も
実施する。

区分︓
④複数の法科⼤学院との
連携
取組︓
④４⼤学単位互換科⽬の
教育内容の充実

司法試験選択科⽬につい
て、連携する他⼤学の授業
を単位互換科⽬として認定
することにより、本学学⽣の
学修機会の拡⼤を指向す
る。また連携４⼤学合同
FDの実施などにより、授業
の改善も図る。

区分︓
⑤地域の⾃治体や法曹界、
産業界との連携
取組︓
⑤-1企業法務セミナー等の
リカレント教育

九州弁護⼠連合会等との
連携協⼒に基づき、弁護⼠、
司法書⼠、社会保険労務
⼠等の専⾨職を対象に、実
務に関連する領域の法科
⼤学院授業科⽬への受講
者受⼊れや企業法務セミ
ナーを実施し、法科⼤学院
教育を社会に還元する。

区分︓
⑤地域の⾃治体や法曹界、
産業界との連携
取組︓
⑤-2企業法務セミナー等を
通じた企業等との連携

左記の企業法務セミナー
に、本学在学⽣・修了⽣の
参加も認め、企業法務への
関⼼を促すと同時に、企業
法務担当者との連携による
互恵的な取組を通じたエク
スターンシップを充実化させ、
法科⼤学院教育の充実化
を図る。

KPI︓企業等でのエクス
ターンシップ受⼊⼈数
基準値︓14⼈
R10⽬標値︓21⼈

KPI︓既修者の修了後１
年⽬までの合格率
基準値︓59％
R10⽬標値︓69％

KPI︓協定先の法曹コース
出⾝者の司法試験合格
率
基準値︓50％
R10⽬標値︓75％

KPI︓未修者の修了後１
年⽬までの合格率
基準値︓19％
R10⽬標値︓40％

KPI︓本学の連携に係る
科⽬の受講者数の総和
基準値︓11⼈
R10⽬標値︓21⼈

KPI︓１セミナーあたりの平
均参加者数
基準値︓34⼈
R10⽬標値︓44⼈

【概要】 〜 九州地域の基幹校としての法曹養成機能のさらなる強化 〜
（1）法律基本科⽬における早期の論述能⼒の涵養 （2）協定各学部の法曹コースとの連携による特別選抜を通じた優秀な⼊学者の確保と効果的な教育の実践
（3）未修者教育の充実化による着実な基礎⼒の涵養 （4）⾦沢⼤学・千葉⼤学・筑波⼤学との単位互換連携協定に基づく展開・先端科⽬の充実化と連携⼤学
合同FD等による教育⼒の向上 （5）九州地域の法曹界・産業界との連携に基づくリカレント教育の展開による社会貢献および本学教育の社会への還元
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区分︓⑥ 取組︓⑥法律基本科⽬における早期の論述能⼒の涵養
重要度︓25％ KPI︓既修者の修了後１年⽬までの合格率
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区分︓① 取組︓①未修者の着実な基礎⼒涵養
重要度︓25％ KPI︓未修者の修了後１年⽬までの合格率

区分︓④ 取組︓④４⼤学単位互換科⽬の教育内容の充実
重要度︓15％ KPI︓本学の連携に係る科⽬の受講者数の総和

区分︓⑤ 取組︓⑤-1企業法務セミナー等のリカレント教育
重要度︓10％ KPI︓１セミナーあたりの平均参加者数

区分︓⑤ 取組︓⑤-2企業法務セミナー等を通じた企業等との連携
重要度︓5％ KPI︓企業等でのエクスターンシップ受⼊⼈数
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琉球⼤学法務研究科法務専攻 機能強化構想
教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

【概要】 １．学部との連携を強化して法曹コースを導⼊する。２．沖縄弁護⼠会との提携を強化して未修者教育を拡充する。
３．地⽅⾃治体・地元企業との連携を強化し⼈材を供給する。４．展開・先端科⽬や臨床実習科⽬等でグローカルな法律問題や性の多様性に関する法律問題を取り扱う機
会を積極的に付与し、このような法律問題を取り扱う法曹（特に⼥性法曹）を養成する。

区分︓①未修者教育充実
取組︓①弁護⼠会と緊密
に連携して⽀援拡充

令和６年度より、未修１
年次の受講科⽬を、同年
度より２年次から登録可
能な法曹コース⽣も受講
できるようになり、このことか
ら相互に刺激しあう相乗
効果が⾒込まれる。
令和６年度より、沖縄弁
護⼠会からの学修⽀援の
対象を法曹コース⽣にも
拡⼤する。

令和６〜令和10年度の機能強化構想

本研究科は、地域にこだわりつつ世界を⾒つめ、性の多様性を尊重する法曹を養成することを教育理念としている。また、本研究科には、島嶼地域にある地⽅国⽴⼤学の法
科⼤学院として、経済的理由や家庭の事情等により沖縄以外で教育を受けることのできない有為な⼈材に対し、地元において⾼度な教育を受ける機会を提供しながら、地域
社会に貢献できる⼈材を育成していく責務がある。今後は、さらにそれらを発展させつつ、より多くのグローカルな思考を持ち、性の多様性を尊重する法曹を継続して輩出していく
ことを⽬指していく。

構想を実現するための区分・取組
区分︓⑦⼥性法曹輩出
取組︓⑦A︓グローカル
問題⼥性法曹

臨床科⽬（クリニック、
エクスターンシップ）にお
ける渉外家事問題の取
り扱いを推奨し、特に⼥
⼦学⽣にその履修を推
奨する。
渉外家事を含むグローカ
ル問題に興味のある⼥
⼦学⽣に、関連する展
開・先端科⽬（⽶軍基
地法等）の履修を推奨
する。

区分︓⑦⼥性法曹輩出
取組︓⑦B:性の多様性
問題⼥性法曹

臨床科⽬（クリニック、
エクスターンシップ）にお
ける性の多様性に関する
問題の取り扱いを推奨し、
特に⼥⼦学⽣にその履
修を推奨する。
性の多様性に関⼼のあ
る⼥⼦学⽣に、関連す
る展開・先端科⽬（ジェ
ンダーと法等）の履修を
推奨する。

KPI︓未修者合格率(単
年度)
基準値︓7.9%
R10⽬標値︓20%

KPI︓法曹コース及びその
前⾝の特修クラス出⾝者の
修了後1年⽬までの合格者
数
基準値︓0.6⼈
R10⽬標値︓2⼈

KPI︓理論科⽬を履修し
実務経験した⼥性合格者
基準値︓0.8⼈
R10⽬標値︓2⼈

KPI︓理論科⽬を履修し
実務経験した⼥性合格者
基準値︓0.6⼈
R10⽬標値︓1⼈

区分︓ ③学部との連携
取組︓③-A法曹コース導
⼊による⼀貫教育の完成

令和６年度より、学部２
年次前期から法曹コース
の登録が可能となり、未
修１年次が法科⼤学院
で学修する科⽬が共同開
講の形で提供され、沖縄
弁護⼠会からの学修⽀援
を受けることができる。
令和４年度以前⼊学学
部⽣は、法科⼤学院等
進学特修クラスで法曹
コースと同じ科⽬が受講で
きる。

区分︓ ③学部との連携
取組︓③-B法曹コース導⼊
による⼀貫教育の完成

令和６年度より、学部２
年次前期から法曹コースの
登録が可能となり、未修１
年次が法科⼤学院で学修
する科⽬が共同開講の形
で提供され、沖縄弁護⼠
会からの学修⽀援を受ける
ことができる。
令和４年度以前⼊学学
部⽣は、法科⼤学院等進
学特修クラスで法曹コース
と同じ科⽬が受講できる。

KPI︓法曹コース及びその前
⾝の特修クラス出⾝者の修
了後1年⽬までの合格率
基準値︓18.4%
R10⽬標値︓67%

機能強化構想充実分
区分︓⑤地域との連携
取組︓⑤連携課程協議会を
通じて連携強化、⼈材供給、
教育改善

沖縄県や県内の⾃治体と
協⼒して、⾃治体での休
職制度の利⽤や法科⼤学
院での⻑期履修制度の利
⽤により、公務員の中から
法曹を⽬指す学⽣が学修
できる環境を整備するととも
に、地⽅⾃治体のインハウ
スロイヤーの育成に努める。

期待される成果︓地⽅公共
団体や地元企業で活躍する
⼈材の供給
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区分︓① 取組︓①弁護⼠会と緊密に連携して⽀援拡充充
重要度︓30％ KPI︓未修者合格率（単年度)
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区分︓③ 取組︓③B︓法曹コース導⼊による⼀貫教育
重要度︓令和6年度～9年度 0％ 令和10年度 20％
KPI︓法曹コース及びその前⾝の特修クラス出⾝者の修了後1年⽬までの合格率

区分︓③ 取組︓③Ａ︓法曹コース導⼊による⼀貫教育
重要度︓令和6年度～9年度40％ 令和10年度20％
KPI︓法曹コース及びその前⾝の特修クラス出⾝者の修了後1年⽬までの合格者数

区分︓⑦ 取組︓⑦A︓グローカル問題⼥性法曹
重要度︓15％ KPI︓理論科⽬を履修し実務経験した⼥性合格者

区分︓⑦ 取組︓⑦B︓性の多様性問題⼥性法曹
重要度︓15％ KPI︓理論科⽬を履修し実務経験した⼥性合格者
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学習院⼤学法務研究科法務専攻 機能強化構想
教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

第⼀に令和５年に学習院⼤学法学部法曹コースとの⾃校連携協定が結ばれたことを機に、法学部からの⼀貫的な教育により法曹養成をするべく、法学部教育に法科⼤学院教
員が積極的に関与し、両教育課程の連携を深める。第⼆に、修了⽣法曹がこれまでも熱⼼に後輩の指導に関わってきているところ、修了⽣法曹の協⼒を得ながら、教育補助の
⾯においても法曹教育を拡充する。第三に、未修者教育の充実として、１年次未修者コース教育の改善をはかる。

区分︓
③法曹コースをはじめとした学部教育と
の連携
取組︓
③-1学習院⼤学法学部の教育課程へ
の積極的関与による連携強化

法曹志望者のための特設演習の充実
法科⼤学院教育との接合
学部⽣に対する法曹三者の活動内容
の説明

令和６〜令和10年度の機能強化構想

学習院⼤学法科⼤学院は、少⼈数教育により、様々な⽴場の⼈々に寄り添う法曹を輩出することを⽬指しているところ、アットホームな環境を維持しながら、⼩規模教育による
法曹養成を安定的な合格率により⾏えるようにすることを、今後、⽬指してゆきたい。

構想を実現するための区分・取組

区分︓
③法曹コースをはじめとした学部教育と
の連携
取組︓
③-2法曹養成連携協定締結先からの
特別選抜⼊学者への教育の充実

定期的な連携協議会の開催
協定校との情報交換
説明会の開催
※令和８年度より、学習院⼤学法
学部（法曹養成連携協定締結先）
からの学⽣を受け⼊れることとなり、募
集⼈員が計5名となる。

区分︓
⑥教育の充実
取組︓
⑥-１修了⽣法曹との連携

演習科⽬の拡充
修了⽣法曹による法実務講座の拡充
説明会等への修了⽣法曹の参加
学習院⼤学法科⼤学院を修了し司
法試験の勉強を継続する者との連携
の強化

区分︓
①未修者教育の充実
取組︓
①-1１年次未修者コース教育の改善

法学⼊⾨演習等の演習科⽬の充実
１年次学⽣の質の確保
⼊学前の準備
法曹以外の就職先等の相談対応

KPI︓新⼊学⽣における学習院出⾝
者の数
基準値︓３⼈
R10⽬標値︓６⼈ KPI︓法曹養成連携協定を締結して

いる⼤学の法学部から特別選抜⼊試
を経て学習院⼤学法科⼤学院に⼊
学した者の修了後１年⽬までの司法
試験合格率（在学中受験を含む）
基準値︓３0%
R10⽬標値︓60%

KPI︓累積司法試験合格率
基準値︓26％
R10⽬標値︓39％

KPI︓未修者コース修了時（３年
次）のGPA平均値
基準値︓2.0
R10⽬標値︓2.5
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区分︓③法曹コースをはじめとした学部教育との連携
取組︓③-1 学習院⼤学法学部の教育課程への積極的関与による連携強化によ
重要度︓20％（令和６、８年度は25%）
KPI︓新⼊学⽣における学習院出⾝者の数

KPI各年度⽬標値

区分︓⑥教育の充実
取組︓⑥-1 修了⽣法曹との連携によ
重要度︓40％（令和６、８年度は50%）
KPI︓累積司法試験合格率

区分︓③法曹コースをはじめとした学部教育との連携
取組︓③-2 法曹養成連携協定締結先からの特別選抜⼊学者への教育の充実に
重要度︓20％（令和６、８年度は0%）
KPI︓法曹養成連携協定を締結している⼤学の法学部から特別選抜⼊試を経て
学習院⼤学法科⼤学院に⼊学した者の修了後１年⽬までの司法試験合格率
（在学中受験を含む）

区分︓①未修者教育の充実
取組︓①-1 １年次未修者コース教育の改善よ
重要度︓20％（令和６、８年度は25%）
KPI︓未修者コース修了時（３年次）のGPA平均値
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慶應義塾⼤学⼤学院法務研究科法曹養成専攻 機能強化構想
教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

法科⼤学院教育の魅⼒と評価を⾼めるために、以下に重点的に取り組む。①法曹養成プログラムを履修して学部を早期卒業する優秀な学⽣を確保することを中核に
据えて法科⼤学院への進学者の増加を⽬指す。②法科⼤学院間の連携を通じて未修者コース1年次の教育内容の⾒直しと充実を図る。③法科⼤学院⽣の国際化
への関⼼・興味を後押しできるようグローバル法務専攻の設置科⽬の履修促進を図る。④法科⼤学院修了学位の社会的評価を⾼めることを通じて法科⼤学院の魅⼒
を⾼める（法曹リカレント教育の充実）。⑤法律基礎科⽬から実務基礎科⽬の修得を経て司法修習に円滑に接続できる⼀貫した法曹教育を実現するためのコア・カリ
キュラムの研究を進める。

区分︓③法曹コースをはじめとした学部と
の連携
取組︓協定先法曹コース出⾝者の修了
後1年⽬までの司法試験合格率の向上

・慶應義塾⼤学法学部との関係では、法
曹コースに特有の応⽤能⼒を習得させる法
務演習授業を今後も継続する。
・連携他⼤学との関係では、学部の法曹
コース教育と法科⼤学院教育との接続につ
いて今後も引き続き検証を継続することに
よって、その成果をまとめつつ、各⼤学学部
との連携協議会を通じて、情報交換と必
要な改善点を協議していく。

令和６〜令和10年度の機能強化構想

当研究科は2004年の創設以来、国際性・学際性・先端性を理念として、法曹養成教育を推進してきた。今後も、従来からの教育理念に則した有為な法律専⾨
家を育成・輩出すべく、法曹養成教育の充実・発展を図る。とりわけ、学部法曹プログラムの履修を経て学部を早期卒業した優秀な学⽣の確保を通じて、当研究科が、
優秀な⼤学⽣の進学先となることが重要である。幅広く⾼度な法律専⾨教育を通じて、専⾨職⼤学院学位の取得⾃体を⽬標とできる専⾨職⼤学院としての地位の
確⽴を⽬指す。

構想を実現するための区分・取組
区分︓①未修者教育の充実
取組︓未修者教育の質の改善・向
上のための⽅策

・ICTも活⽤した上で、グループ別学習
⽀援ゼミを継続する。
・未修者コース1年⽬の学⽣に対する
授業のあり⽅を中⼼として、「法科⼤
学院における法学未修者への教育⼿
法に関する調査研究」を活⽤しつつ、
未修者教育の改善を図るため、東北
⼤学法科⼤学院と連携する。
・共通到達度確認試験の活⽤を図る。

区分︓⑧⼤学独⾃の
取組
取組︓法曹の国際化

・グローバル法務専攻
（LLM）科⽬の、法
曹養成専攻学⽣の受
講者増加を⽬指す。

区分︓⑧⼤学独⾃
の取組
取組︓法科⼤学院
教育の社会的評価
の向上に向けた取組

・法律実務家に法曹
リカレントプログラムの
履修を積極的に促進
する。

区分︓④複数の法科⼤学院との
連携
取組︓固有の到達⽬標の⾒直し

・問題意識を共有できる法科⼤学
院と連携し、さらに、司法研修所と
の協議も模索しつつ、今後のある
べき固有の到達⽬標を研究し、そ
の研究成果を法科⼤学院協会を
通じて全国の法科⼤学院とも共
有するコア・カリキュラムの⾒直しへ
と繋げることを⽬指す。

KPI︓協定先法曹コース出⾝者の修
了後1年⽬までの司法試験合格率
基準値︓73.4%
R10⽬標値︓80%

KPI︓未修者の標準修業年限
修了率
基準値︓50.0%
R10⽬標値︓66.7%

KPI︓LLM科⽬受講者
数
基準値︓18⼈
R10⽬標値︓30⼈

KPI︓法曹リカレント
プログラム受講者数
基準値︓12⼈
R10⽬標値︓25⼈

期待される成果︓⼀貫した
法曹教育を実現するための
コア・カリキュラムの改良

機能強化構想充実分
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区分︓③ 取組︓協定先法曹コース出⾝者の修了後1年⽬までの司法試
験合格率の向上
重要度︓40％ KPI︓協定先法曹コース出⾝者の修了後1年⽬までの司法
試験合格率

KPI各年度⽬標値

区分︓① 取組︓未修者教育の質の改善・向上のための⽅策
重要度︓30％ KPI︓未修者の標準修業年限修了率

区分︓⑧ 取組︓法曹の国際化
重要度︓15％ KPI︓LLM科⽬受講者数

区分︓⑧ 取組︓法科⼤学院教育の社会的評価の向上に向けた取組
重要度︓15％ KPI︓法曹リカレントプログラム受講者数
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上智⼤学⼤学院法学研究科法曹養成専攻 機能強化構想
教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

（1）未修者教育のさらなる強化のため、⼊学から修了まで着実に段階を踏んで学修を進めることができる学習システムを構築するとともに、フォローアップ体制を充実する。
（2）法科⼤学院と法学部との連携強化により、実務家として活躍することの意義や魅⼒等を法学部⽣が学ぶ場を増やし、法曹への関⼼を⾼める。同時に、充実した5年⼀貫
教育のプログラムを提供する。
（3）地域や実務との繋がりをより⼀層充実し、実社会で通⽤する問題解決能⼒の養成および継続教育・リカレント教育機能を強化し、環境問題に強い法律家の養成⼒を⾼
める。

区分︓①未修者教育の
充実
取組︓①-1未修者累積
合格率の向上
段階的教育⽀援体制の
整備、フォローアップ体制
の充実により、⽬標値とし
た未修者の司法試験合
格率を達成する。
到達⽬標の明⽰ときめ細
かな到達度確認を柱とし
た段階的教育⽀援、およ
び教員アドバイザー配置や
修了後の学習強化等の
フォローアップの確実な運
⽤を5年間を通じて⾏う。

令和６〜令和10年度の機能強化構想

①法律家としての基本をなす領域について、確実で深い知識を有するとともに、広い視野と創造的な思考⼒を持ち、未知の問題にも適切に対処できる法律家、また、優れた⼈
格を備えて他者に奉仕することのできる法律家、②環境法分野に関する充実した教育を通じ、単に知識を有するのみならず、⾼度な問題解決能⼒、提案⼒を有する法律家の
養成を⽬指す。

構想を実現するための区分・取組

区分︓①未修者教育の
充実
取組︓①-2未修者合格
率の向上（修了後１年
以内）
充実したアウトプットの機
会を継続的に提供し、未
修者の早期合格を実現
する。
授業理解度テスト、⻑期
休暇中の起案演習、学
内模試、学外模試の受
験料補助等を5年間を通
じて実施し、合格率向上
を⽬指す。

区分︓①未修者教育の
充実
取組︓①-３共通到達度
確認試験合計点６割以
上の受験⽣の割合の向
上
未修1年次⽣の着実な
学⼒強化を⽀援し、その
成果として共通到達度確
認試験における成績向上
を⽬指す。
⽉に1度の到達度確認
試験、授業理解度テスト、
オンデマンド講座の配信、
試験直前ゼミの実施等を
5年間を通じて⾏う。

区分︓③法科⼤学院と
法学部等との連携強化
取組︓③-1法曹コースと
の連携および⼀貫教育の
推進
連携先の法学部⽣が法
科⼤学院進学を選択しや
すい環境を整備。法曹
コースから在学中受験まで
の切れ⽬のない指導を実
現し、充実した5年⼀貫
教育を提供する。
法学部と法科⼤学院の
教員の連携と、早期合格
実現のための起案⼒強化
策を5年間を通じて⾏う。

区分︓⑧世界最⾼⽔準
の環境法教育の提供
取組︓⑧-1環境法に秀
でた法曹の養成
「環境法プログラム履修
証」授与の制度や環境法
律家修了⽣ネットワークを
活⽤し、環境法に秀でた
法曹を養成する。
履修証制度の積極的な
周知、環境法選択合格
者の体験記配付やガイダ
ンスの実施等を5年間を
通じて⾏い、授与者数の
増、ひいては環境法選択
者の増をはかる。

KPI︓未修者の司法試験
合格率
基準値︓29.3%
R10⽬標値︓50%

KPI︓修了後1年以内の
未修者の司法試験合格率
基準値︓30%
R10⽬標値︓45%

KPI︓共通到達度確認試
験合計点６割以上の未修
1年次⽣の割合
基準値︓50%
R10⽬標値︓75%

KPI︓法曹コース修了者の
修了後1年以内の司法試
験合格率
基準値︓66.7%
R10⽬標値︓80%

KPI︓履修証授与者数
基準値︓4⼈
R10⽬標値︓累積24⼈

区分︓ ⑧世界最⾼⽔準
の環境法教育の提供
取組︓⑧-２学習機会の
拡充と地域・実務との連
携強化
「環境法トーク」（セミ
ナーや現場ツアー等）を
定期的に実施し、在校
⽣・修了⽣・学部⽣の学
習機会として広く活⽤する。
R6は現地ツアー1回、講
演会・勉強会1回、セミ
ナーや座談会5回、⼤規
模講演会1回実施予定
R7からは毎年度、10名
規模の企画を増やす予定

KPI︓「環境法トーク」参加
者数
基準値︓320⼈
R10⽬標値︓累積1,750
⼈ 42



区分︓① 取組︓①-1未修者累積合格率の向上
重要度︓15％ KPI︓未修者の司法試験合格率
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区分︓① 取組︓ ①-2未修者合格率の向上（修了後１年以内）
重要度︓10％ KPI︓修了後1年以内の未修者の司法試験合格率

区分︓① 取組︓①-３共通到達度確認試験合計点６割以上の受験⽣の割合の
向上

重要度︓10％ KPI︓共通到達度確認試験合計点６割以上の未修1年次⽣
の割合

区分︓⑤ 取組︓③-1法曹コースとの連携および⼀貫教育の推進
重要度︓35％ KPI︓法曹コース修了者の修了後1年以内の司法試験合格率

区分︓⑧ 取組︓ ⑧-1環境法に秀でた法曹の養成
重要度︓10％ KPI︓履修証授与者数（最終年度は累積）

区分︓⑧ 取組︓⑧-２学習機会の拡充と地域・実務との連携強化
重要度︓20％ KPI︓ 「環境法トーク」参加者数（最終年度は累積）
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専修⼤学⼤学院法務研究科法務専攻 機能強化構想
教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

今後５年間で、①⼊学前段階から法科⼤学院⼊学後の授業に対してシームレスに接合することで「⼀貫したプロセスによる段階的教育」機能の充実化を⾏う、②法科⼤学院と
学部との緊密な連携関係を強化し法曹コースを軌道に乗せる、③社会知性開発機能を強化するため、法曹界や産業界との連携機能を強化して公共政策法務ネットワークを形
成するという３本の柱を⽴てて、その機能強化を⾏う。

令和６〜令和10年度の機能強化構想

専修⼤学法務研究科法務専攻においては｢⾃由かつ公正な社会の形成を図るため、⾼度の専⾨的な法律知識、幅広い教養、国際的な素養、豊かな⼈間性及び職業倫理
を備えた将来の法曹を養成する」ため、①法律学の基本的な理論・知識を⾝に付けさせるための法科⼤学院の教育機能を強化し、②社会知性の開発を掲げる本学全体と
の連携を強化した段階的な教育機能を強化し、③社会と対話可能な社会知性を習得した公共政策法務を担える法曹を輩出する機能を強化していくことを⽬指す。

構想を実現するための区分・取組

区分⑥︓教育の充実（ICTの活⽤、在学中
受験に向けた教育課程の⼯夫、司法修習との
連携等）
取組︓⼀貫したプロセスによる段階的教育
【概要】
(1)ICTを活⽤した⼊学前の取組み
ICTを活⽤した導⼊授業実施

(2)法科⼤学院在学中の取組み
１年⽣中⼼に⽀援プログラムの実施
Google Classroom の活⽤
TKCローライブラリーの活⽤
「TKC全国実⼒確認テスト」の費⽤補助
即⽇起案の実施

(3)⼀貫した勉強計画のサポート体制
学習⾯接の実施及び電⼦カルテの作成
学術奨励奨学⽣制度の運⽤
アカデミック・アドバイザー制度の充実

区分③︓法曹コースをはじめとした学部との連携
取組︓法曹コース等を通じた学部との連携
【概要】
(1) 学部における法科⼤学院進学プログラムの運

営及び早期卒業制度との連携
(2) 法曹コース設置申請及び設置後の運営協⼒

区分⑤︓地域の⾃治体や法曹界、産業界との
連携
取組︓公共政策法務ネットワークの構築
【概要】
法曹界や産業界との連携機能を強化して公

共政策法務ネットワークを形成し、講演会な
どを実施していく。
講演会の対象者は、専修⼤学法科⼤学院

のみならず、専修⼤学の学部（進学コース在
籍者、法曹コース在籍者、その他）、その他
の⼤学の学部⽣、法科⼤学院⽣のほか、⼀
般の⽅も対象とする。これにより、広域的な公
共政策法務ネットワークを構築すると共に、専
修⼤学法科⼤学院への進学希望者の増加
も併せて⽬指す。

■KPI︓修了後１年⽬までの司法試験合格率
基準値 ︓４７.２％
R10⽬標値︓５７.０％

■KPI:①法学既修者の修了者の司法試験合格率
②法曹コース等出⾝修了者の累積合格率
（①②はいずれも５年間平均）

基準値 : ①６４.７％ ② －
R10⽬標値 : ① － ②７５.０％

※ 制度が始まったばかりの進学プログラム出⾝の出願
者がおらず、法曹コースは令和６年度設置のため、
令和６年〜８年度においては①を代替KPIとして
設定した。

■KPI︓講演会満⾜度の平均値
基準値 : ３.０
R10⽬標値 : ４.０ 44
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創価⼤学⼤学院法務研究科法務専攻 機能強化構想
教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

教育理念（「法律⼒」「⼈間⼒」「国際⼒」を備えた法曹）を具現化した⼈材輩出を⽬指し、１.創価⼤学法曹コース（GLP）との法曹養成⼀貫教育体制の充実、２.法学未修者教
育の質向上と指導体制の充実、３.⼥性法曹輩出への取組推進と教育体制の拡充、４.司法修習との連携創出（司法研修所教官を教員として採⽤、法曹キャリア科⽬新設）５.海
外⼤学出⾝者や創価⼤学特別プログラム修了者向け特別⼊試新設の５つの柱で推進していく。

区分︓③法曹コースをはじめと
した学部との連携
取組︓GLPと連携した法曹養
成⼀貫教育体制の充実

●取組③-1:法曹コース教員との
協議会開催、情報共有、学修カ
ルテの作成
●取組③-2:法曹コース学⽣への
ヒヤリング実施により課題掌握、カ
リキュラム拡充と授業内容等の改
善
●取組③-3:法曹コース授業での
コンピュータライティング強化（司
法試験CBT化対策）
●取組③-4︓法曹養成⼀貫教
育に携わる修了⽣の育成・輩出

令和６〜令和10年度の機能強化構想

創価⼤学法務研究科法務専攻では、創価⼤学が掲げる建学の精神（三指針）に基づき「知⼒」と「⼈間⼒」を磨く⼈間教育に取り組むとの教育⽬標（⼈材育成⽅針）を
受け、「⼈間⼒、法律⼒、国際⼒」を備えた法曹の養成を教育理念としている。「法律⼒」養成では、司法試験への合格率等の向上を⽬指し、法曹コースとの連携強化、司法
修習との連携創出を推進する。「⼈間⼒」「国際⼒」養成では、特に⼥性法曹養成に注⼒し、社会の発展に尽⼒し、国際的に活躍できる⼥性法曹輩出を⽬指す。

構想を実現するための区分・取組
区分︓①未修者教育の充実
取組︓短答式過去問演習、⼊
学前事前研修の充実および補
助教員の活⽤による基本的知
識の定着

●取組①-1:短答式過去問演
習等を憲法・⺠法・刑法（法律
基本科⽬）の平常点評価へ組
⼊
●取組①-2:⼊学前事前研修の
充実（内容、実施コマ数、オンデ
マンド化）
●取組①-3:本学出⾝弁護⼠の
補助教員の活⽤による⼊学前か
らのアドバイス体制確⽴

区分︓⑦⼥性法曹輩出に対す
る取組
取組︓⼥性合格者増加に向け
た取組

●取組⑦-1:社会の多⽅⾯で活
躍する⼥性法曹と懇談する機会
を創設し、⼥性法曹としてのキャリ
ア教育充実
●取組⑦-2:⼥性教員や⼥性
チューターによる⼥⼦学⽣のための
トータル的な指導・相談体制確⽴
●取組⑦-3:⼥性教員の採⽤促
進により、⼥⼦学⽣への指導体
制を拡充。教員のジェンダーバラン
ス均衡化

KPI︓Ｌ⽇程（法曹コース）
⼊試⼊学者の在学中及び卒後
１年⽬の司法試験合格率
基準値︓63%
R10⽬標値︓70%

KPI︓未修者の共通到達度確
認試験全国平均点以上の得点
を取得した者の割合
基準値︓50%
R10⽬標値︓65%

KPI︓各年度の⼥性受験⽣に
おける合格者の割合
基準値︓25%
R10⽬標値︓30%

区分︓⑥教育の充実ー司法
修習との連携
取組︓司法研修所教官経験
者の採⽤、実務科⽬の充実

●取組⑥-1:司法研修所教官
経験者を専任教員として採⽤し、
指導・教育内容における司法修
習との連携と連続性を創出
●取組⑥-2:本学修了⽣の法曹
を講師に、キャリア意識涵養と修
得のための法曹キャリア科⽬を法
律実務基礎科⽬として１科⽬新
設することを令和10年度までの
トータル⽬標値とする

区分︓⑧⼤学独⾃の取組－グ
ローバル化「国際⼒」強化のため
の取組
取組︓国際性に富む⼊学者を
確保するための取組

●アメリカ創価⼤学出⾝者及び創
価⼤学特別国際プログラム「GCP」
修了者が本法科⼤学院⼊学後、
司法試験で実績を残していることか
ら、これら出⾝の学⽣を受け⼊れた
め⼀定の要件のもと書類審査と⾯
接審査のみで⼊学できる特別⼊試
を創設

期待される成果︓司法修習へ
の接続円滑化と、司法試験、実
務法曹への適切な動機づけがで
きる

期待される成果︓国際的な感覚
を有した学⽣を獲得し、法科⼤
学院全体として国際性を涵養で
き、教育理念を実現する国際性
豊かな法曹の養成、輩出ができ
る

機能強化構想充実分
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■区分︓③
■取組︓GLPと連携した法曹養成⼀貫教育体制の
確⽴
■重要度︓40％
■ＫＰＩ︓Ｌ⽇程（法曹コース）⼊試⼊学者の在
学中及び卒後１年⽬の司法試験合格率（％）
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■区分︓⑦
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中央⼤学⼤学院法務研究科法務専攻 機能強化構想
教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

未修者教育の改善・充実と質の保証、中央⼤学法学部をはじめとした法学部との連携、中⼤法曹会との連携による実務研修教育の充実、リカレント教育による途切れの無い
法曹教育、アジア 等諸外国の法曹養成機関との連携強化による法コミュニケーション⼒の強化、新制度における教育課程の充実の構想をもっている。

区分①︓未修者教育の
充実
取組︓未修者教育の改
善・充実と質の保証
【概要】
正課外での短答演習、

さらに正課内で起案・添
削指導を⾏う基礎演習
の開講など、択⼀的知識
と起案作成⼒双⽅の習
得を最適に実現するため
のカリキュラムの⾒直しを
これまでも⾏ってきた。
今後も、正課内・正課

外での学習指導を強化
することにより、引き続き
未修者コース⼊学者教
育の改善・充実を⽬指す。

令和６〜令和10年度の機能強化構想

「實地應⽤ノ素ヲ養フ」という理念のもと，在野法曹のみならず，司法，⾏政の諸領域にあって社会の法化を⽀えるインフラストラクチャーとしての良質な法曹を多数養成するこ
とを通じ，真に法の⽀配が実現された社会の構築に貢献する。
今後、法学部との連携を強め、質の⾼い法曹を輩出する法科⼤学院であると共に、グローバル社会とりわけアジアにおける法学教育の拠点として確固たる地位を築くことができ
るよう教育体制の充実を図る。

構想を実現するための区分・取組

KPI︓未修者コース⼊学
者の司法試験合格率
基準値︓60％
R10⽬標値︓70％

区分②︓法曹コースをはじ
めとした学部との連携
取組︓中央⼤学法学部を
はじめとした法学部との連
携
【概要】
在学中受験等の状況を

共有し、教育の改善・充
実のための意⾒交換の機
会を設け、今後の連携の
在り⽅を改善していく。
学業成績が優秀でかつ

意欲が⾼い地⽅⼤学の学
⽣の法科⼤学院への進学
が困難になる状況を避け
るため、協定学部との連携
を継続的に強化していくこ
とで、多様な法曹養成を
⾏う。
KPI︓法曹コース出⾝者
の合格率
基準値︓69％
R10⽬標値︓75％

区分③－1︓地域の⾃
治体や法曹界、産業界と
の連携
取組︓中⼤法曹会との
連携による実務研修教育
の充実
【概要】
中⼤法曹会の協⼒もも

と、エクスターンシップに代
表される実務系科⽬の意
義を学⽣にしっかりと伝え、
履修者の拡⼤に取り組む。
具体的には、エクスターン

シップ報告会を⼊学予定
者や新⼊⽣等に公開する
とともに、本学ウェブサイト
等で積極的に紹介するな
ど意識啓発へ向けた活
動・情報発信を強化する。
KPI︓エクスターン科⽬
履修率
基準値︓40％
R10⽬標値︓70％

区分③－2︓地域の⾃治
体や法曹界、産業界との
連携
取組︓リカレント教育によ
る途切れのない法曹教育
【概要】
本学が有する豊富な卒業

⽣ネットワークを中⼼としたコ
ミュニティを活⽤し、中⼤法
曹会の先輩法曹等を講師
陣として先端的法務に関す
るセミナーを実施する。
また、企業や官庁に所属

する組織内弁護⼠に係る
知⾒を深めるシンポジウムな
どを展開することで、本研究
科修了⽣を中⼼とした継続
的な法曹リカレント教育をよ
り⼀層深化させる。

KPI︓過去3年間の受講
者数平均
基準値︓66名
R10⽬標値︓100名

区分④︓⼤学独⾃の取組
取組︓アジア等諸外国の法
曹養成機関との連携強化に
よる法コミュニケーション⼒強
化
【概要】
１.SAPを英国Durham 
University Law School及
びMiddle Templeの協⼒を
得て実施する。
２.既存の３群科⽬に３群
特講Ⅰ＠英⽶法情報調査を
追加等の改⾰を継続的に実
施する。
３.課外学修の利活⽤
協定校等を中⼼とするアジア
等海外の法学⽣対象の国際
サマープログラム（英語による
⽇本法⼊⾨）を本法科⼤学
院⽣に無償で開放する。
KPI︓対象科⽬を履修する
全学⽣のうちの割合
基準値︓31.7％
R10⽬標値︓40％

区分⑤︓教育の充実
取組︓新制度における教
育課程の充実
【概要】
１.２年次の間に基礎学
⼒を定着させるためのカリ
キュラムや授業内容につき
不断の検討を重ねる。
２.セメスター科⽬からクォー
ター科⽬への移⾏、弾⼒的
科⽬履修を可能とすること、
⾃習時間の確保を希望す
る学⽣への対応など取組み
をより⼀層深化させる。
3.司法研修所教官経験
者など司法修習制度に精
通した教員が担当する新し
いプログラムの導⼊を進めて
いく。

定量化指標なし

機能強化構想充実分
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重要度︓20％ KPI︓エクスターン科⽬履修率

区分︓③－2 取組︓リカレント教育による途切れのない法曹教育
重要度︓10％ KPI︓過去3年間の受講者数平均

区分︓④ 取組︓アジア等諸外国の法曹養成機関との連携強化による
法コミュニケーション⼒強化

重要度︓10％ KPI︓対象科⽬を履修する全学⽣のうちの割合
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⽇本⼤学⼤学院法務研究科法務専攻 機能強化構想
教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

次の機能等を強化し，ＰＤＣＡのサイクルでこれを検証し，適切な改善を図るための委員会の活動等を通じて，⽬的の達成を確実なものにしていくための⽅策を実施する。
⑴（未修者教育の充実・その他教育の充実）①カリキュラムや授業内容等の⼯夫，学修相談の充実，②未修者教育の質の向上と学修⽀援態勢の充実，③修了⽣に対する学修
⽀援等を⾏うことにより，司法試験合格⽔準へと学⼒を⾼めていく機能 ⑵（社会⼈学⽣への⽀援）社会⼈学⽣への効果的・効率的な学修機会を提供し，授業⽅法の改善を推進
し，修了後のサポートを強化して，その合格率を⾼めていく機能 ⑶（法曹コースをはじめとした学部との連携）本学及び他⼤学の法学部と連携して，法学部⽣や付属校⽣に対する
ＰＲを強化しつつ，５年⼀貫コースの充実や現役⼤学⽣からの優秀な⼈材を積極的に取り込んでいく機能 ⑷（複数の法科⼤学院との連携）他⼤学法科⼤学院との相互単位協定
の充実を図り，幅広い分野について学修を深める機会を提供する機能

区分︓
①未修者教育の充実及び⑥教育の充実
取組︓
①及び⑥カリキュラムや授業内容等の⼯夫や学
修相談の充実，修了⽣に対する学修⽀援等を
通じて，学⽣・修了⽣の学修の⽔準を⾼めていく
取組

未修者（区分①）
⼊学前研修（法学⼊⾨的な講義を実施）
/基礎⼒重点講座/実⼒診断テスト

在学中受験（区分⑥）
⾃主ゼミの対象者を在学⽣に拡充・学修到達状
況を教員間で共有→最適な指導学修相談等の
態勢を構築

修了⽣への学修⽀援（区分⑥）
研修⽣制度の充実/⾃主ゼミの拡充

令和６〜令和10年度の機能強化構想

「⽇本法律学校」を前⾝とする⽇本⼤学⼤学院法務研究科法務専攻は，「⼈間尊重」と「⾃主創造」の教育理念に基づき，国際的な視野をも重視しつつ，⽇々の市⺠⽣活や国内
企業間の取引などから⽣じるさまざまな法律問題などについて，⼗分な専⾨的知識と紛争解決への情熱と国際的な視野を備え，⽇本社会の実情に合致した適切な解決⽅法を⾃ら
創意⼯夫して切り拓き，迅速かつ合理的なコストで紛争を解決することができる法律実務家をできるだけ多く養成することを⼤きな⽬的としている。

構想を実現するための区分・取組
区分︓
②社会⼈学⽣に対する⽀援
取組︓
②昼夜開講による夜間コー
スの社会⼈学⽣の修了後
１年以内の合格率を⾼める
ための取り組み

授業の補完…補習ゼミ，
夏季集中特別講座
ＩＣＴを活⽤した授業
参加の活⽤
復習重視の授業…ＦＤ
活動等を通じた，より効
果的な授業⽅法の改善

区分︓
③法曹コースをはじめとした学部との連携
取組︓
③優秀な学⽣を取り込むために法学部との緊密な
連携を図り，学⽣を早期に司法試験合格レベルに
到達させる取組

法曹養成連携協定の内容の⾒直しや学⽣の
進学意欲の喚起の⽅策等について学部と意⾒
交換
本研究科の教員が学部の授業等をも担当/早
期履修制度の促進
学部学⽣向け進学相談会の開催
本学の付属校⽣を対象に，教員が出向いて講
義
⼊学後の学習相談等の働きかけの実施

区分︓
④複数の法科⼤学院との連携
取組︓
④他⼤学法科⼤学院との相
互履修制度による履修認定を
強化，拡充していく取組

相互に開設されていない展開・
先端科⽬の履修を認める
ＩＣＴを活⽤することも考慮。
履修しやすい環境を整え，相
互に効率的なカリキュラム構築
を可能に

KPI︓修了後１年以内の司法試験合格率
基準値︓34.21％
R10⽬標値︓50％

KPI︓夜間コース修了後１
年以内の合格率
基準値︓ 44.68％
R10⽬標値︓ 65％

KPI︓協定先の法曹コースから特別選抜により⼊学し
た者の修了１年以内の司法試験合格率
基準値︓50％
R10⽬標値︓70％

KPI︓他⼤学法科⼤学院との相
互履修制度による履修認定の講
座数
基準値︓１講座
R10⽬標値︓４講座 50



区分︓①及び⑥ 取組︓①及び⑥カリキュラムや授業内容等の⼯夫や学修相談の
充実，修了⽣に対する学修⽀援等を通じて，学⽣・修了
⽣の学修の⽔準を⾼めていく取組

重要度︓30％ KPI︓修了後１年以内の司法試験合格率

（％）

KPI各年度⽬標値
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区分︓② 取組︓②昼夜開講による夜間コースの社会⼈学⽣の修了後１
年以内の合格率を⾼めるための取組

重要度︓40％ KPI︓夜間コース修了後１年以内の合格率

区分︓④ 取組︓④他⼤学法科⼤学院との相互履修制度による履修認定
を強化，拡充していく取組

重要度︓15％ KPI︓他⼤学法科⼤学院との相互履修制度による履修認定
の講座数
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区分︓③ 取組︓③優秀な学⽣を取り込むために法学部との緊密な連携を
図り，学⽣を早期に司法試験合格レベルに到達させる
取組

重要度︓15％ KPI︓協定先の法曹コースから特別選抜により⼊学した者
の修了１年以内の司法試験合格率
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法政⼤学⼤学院法務研究科法務専攻 機能強化構想
教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

学⼒、司法試験の合格率の向上を、本学が⽬指す市⺠のための法曹の量的かつ質的ないっそうの拡充につなげていく。そのために、3つの柱を⽴てて、教育の機能強化に取り組む。
第1の柱【法曹への意欲と適性に富む⼈材の恒常的な確保】 ｜ 第2の柱【「テーラーメイド教育」の充実】 ｜ 第3の柱【「実務啓発教育」の展開】

区分:③法曹コースをはじめと
した学部との連携
取組:③-1本学法学部法曹
コースとの連携強化
★市⺠法曹への啓発と進路相談
★法曹コース所属学⽣の学⼒と
成績の把握及び助⾔ ★法曹
コース連携協議会での情報共有
と進学誘導強化
5年間を通じて◆市⺠法曹への
啓発と進路相談◆法曹コース所
属学⽣の学⼒と成績の把握及び
助⾔◆法曹コース連携協議会で
の情報共有と進学誘導強化を実
施
令和8年度から◆法曹コース離
脱学⽣に対するヒアリング◆法曹
コース⾮早期卒業者の進路に関
するヒアリング

令和６〜令和10年度の機能強化構想

本法科⼤学院の教育理念は、優れた⼈間性と⾼度な専⾨知識を備え、複雑な現代社会に⽣じる法律問題に柔軟に対応する能⼒を備えた、市⺠のための法曹の養成である。
「⾃由を⽣き抜く実践知」を⼤学憲章に誓約する法政⼤学は、⾃由⺠権運動の⾼揚のなかで、在野の法曹養成と法曹活動との結合を志して、1880年に設⽴された東京法学社に端
を発する。この教育と実践との結合という法政⼤学の建学の精神を現代に体現する法科⼤学院として、⼈々の権利を重んじ多様性を認め合い、公正な社会の実現を⽬指すとともに、
社会的弱者への理解と共感能⼒を有する法曹を養成することは、いままで以上にこれからも⾼く掲げるべき本法科⼤学院の教育理念であると考える。
今後は、少⼈数教育の利点をいっそう活かすとともに、本学法学部及び旧司法試験以来の本学出⾝法曹との連携をこれまで以上に密にし、⼤規模校に埋没することのない、在野法
曹養成の拠点としての存在感を⽰していきたい。

構想を実現するための区分・取組
区分:⑥教育の充実
取組:⑥-1本法学部法曹コー
ス出⾝者に対する在学中受験
に向けた「テーラーメイド教育」
★先取履修及び在学中受験か
ら合格までの履修モデルを提⽰
★ 学⽣の履修状況、成績、先
取履修科⽬の履修状況、成績を
個別に把握 ★学修相談や履修
指導と在学中受験相談

5年間を通じて◆⼊学前後に
履修モデルの提⽰、相談受付◆
⼊学後の履修状況、成績の把握、
相談受付◆在学中受験期に相
談受付◆教員間の情報共有
令和8年度から◆希望者及び
成績が伸び悩む者と個別⾯談

区分:①未修者教育の充実
取組:①-1未修者に対する
「テーラーメイド教育」
★「学修ポートフォリオ」の作成の
徹底とチューター弁護⼠による点
検，及び情報共有 ★ 「学修
カルテ」の作成及び未修担当者
部会の制度化 ★共通到達度
確認試験の試験結果の活⽤

5年間を通じて◆「学修ポート
フォリオ」に対する学修⽀援◆
チューター弁護⼠による指導、
チューター弁護⼠との情報共有の
制度の検討、実⾏◆「学修カル
テ」の作成と未修担当者部会によ
る学修状況の情報共有◆共通
到達度確認試験結果の活⽤と
未修1年次に対する意識醸成

区分:⑧⼤学独⾃の取組
取組:⑧-1実務法曹による
啓発教育
★新⼊⽣に対する実務啓発
教育の充実「現代法曹論」と
臨床系科⽬との連携強化
★エクスターンシップや無料法
律相談⽴会いへの参加誘導

5年間を通じて◆「現代法
曹論」とクリニック・ローヤリング
による実務啓発と継続的な連
携強化◆エクスターン及び無
料法律相談⽴会いへの受講
⽣の関⼼を継続的に⾼める⼯
夫による参加奨励

区分:⑧⼤学独⾃の取組
取組:⑧-2本学⼤学院
「連帯社会インスティテュー
ト」との連携
★「連帯社会インスティテュー
ト」が開講するＮＰＯ／ＮＧ
Ｏ、協同組合、労働組合な
ど実践教育による学修領域
の拡⼤とモチベーション向上

研究⼤学院「連帯社会イ
ンスティテュート」授業の受講
機会の提供

KPI︓本学法学部法曹コース修
了かつ本学法学部早期卒業かつ
本法科⼤学院⼊学予定者数
基準値︓3名
R10⽬標値︓5名

KPI︓本学法学部法曹コース出
⾝者の修了後1年⽬までの司法
試験合格率
基準値︓50.0%
R10⽬標値︓66.7%

KPI︓未修者の修了後1年⽬ま
での司法試験合格率
基準値︓14.8%
R10⽬標値︓28.6%

KPI︓在籍学⽣数のうち、エク
スターンシップの受講⼜は無料
法律相談への⽴会い学⽣数
（実数）の割合(単年度)
基準値︓50.0%
R10⽬標値︓60.0%

KPI︓在籍学⽣数のうち、連
帯社会インスティテュート開講
科⽬履修学⽣数の割合(単
年度あたり)
基準値︓7.3％
R10⽬標値︓14.0%

区分︓⑦⼥性法
曹輩出に対する
取組
取組︓⼥性が試
験に臨む際の⼼
がまえに関する
相談及び懇談の
機会の提供

専⾨家から、司
法試験の時期に⼼
⾝ともに最良のコン
ディションにもってい
くための術を聞き、
司法試験への⼼が
まえの醸成

期待される成果︓
⾃らの受験環境を
整えさせることによ
り、⼥性司法試験
合格者数の漸増
を図る

機能強化構想
充実分
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区分︓⑧ 取組︓⑧-1実務法曹による啓発教育 重要度︓15％
KPI︓在籍学⽣数のうち、エクスターンシップの受講⼜は無料法律相談への⽴会い
学⽣数（実数）の割合

区分︓⑧ 取組︓⑧-2本学⼤学院「連帯社会インスティテュート」との連携 重要
度︓10％
KPI︓在籍学⽣数のうち、連帯社会インスティテュート開講科⽬履修学⽣数の割
合

区分︓⑥ 取組︓⑥-1法曹コース出⾝者に対する在学中受験に向けた「テーラーメ
イド教育」 重要度︓25％
KPI︓本学法学部法曹コース出⾝者の修了後1年⽬までの司法試験合格率

区分︓① 取組︓①-1未修者に対する「テーラーメイド教育」 重要度︓30％
KPI︓未修者の修了後1年⽬までの司法試験合格率

区分︓③ 取組︓③-1本学法学部法曹コースとの連携強化 重要度︓20％
KPI︓本学法学部法曹コース修了かつ本学法学部早期卒業かつ本法科⼤学院⼊
学予定者数

KPI各年度⽬標値
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明治⼤学専⾨職⼤学院法務研究科法務専攻 機能強化構想
教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

今後５年間は、次の取組を推進することで、司法試験合格率の向上と法曹養成機能の強化を図る。①協定校（明治⼤学、明治学院⼤学）法曹コースとの連携強化を図
り、質の⾼い進学者を増やす。②未修者教育の質の改善を図り、未修者コースの司法試験合格率を向上させる。③多様化する社会のニーズを踏まえ、⼥性法曹の輩出拡⼤
を図る。

区分︓
③法曹コースをはじめとした学部との連携

取組︓
③-１協定校法曹コース出⾝者の修了1年⽬

までの司法試験合格率の向上

令和6年度から以下の取組を継続して実施
協定校との意⾒交換会の実施
教員の相互交流の推進
FD活動の推進
5年⼀貫型特別選抜⼊試⼊学者の適正確保
（学部⽣向け説明会の実施、修了⽣の活躍
PR）
先取り履修制度の充実

令和６〜令和10年度の機能強化構想

本法務研究科は、「権利⾃由」、「独⽴⾃治」という明治⼤学の建学の精神を現代的にとらえ直した、「 『個』を⼤切にし、⼈権を尊重する法曹」の養成を教育理念とする。こ
の教育理念を踏まえ、幅広い教養と⾼い倫理観に裏付けられた豊かな⼈間性を備え、法律問題の解決にあたり、深い専⾨知識に基づく柔軟で創造的な思考によって適切に
対処することができる能⼒を備えた⼈材を養成していく。そして、司法試験の合格率向上はもちろんのこと、社会のニーズにマッチした法曹を多く輩出していくことを⽬指す。

構想を実現するための区分・取組

区分︓
①未修者教育の充実

取組︓
①-１未修者コースの司法試験合格率の向上

令和6年度から以下の取組を継続して実施
導⼊教育プログラムの充実
ICTを活⽤した教育⽀援の強化
（授業動画配信等）
教育補助講師制度の強化
共通到達度確認試験データの活⽤
（進級判定利⽤、授業⽅法改善）

区分︓
⑦⼥性の司法試験合格率

取組︓
⑦-１⼥性の司法試験合格率の向上

令和6年度から以下の取組を継続して実施
情報発信の強化
（⽇本初の⼥性法曹輩出⼤学、先輩⼥性修了⽣
との連携）
関連団体等との連携強化
（ＰＲ動画の作成、交流会の開催等）
「ジェンダーと法」公開講義の実施

KPI︓協定校法曹コース出⾝者の修了１年⽬
までの司法試験合格率

基準値 ︓38％
R10⽬標値︓70％以上

KPI︓未修者コースの司法試験合格率

基準値 ︓9.5％
R10⽬標値︓20％以上

KPI︓⼥性の司法試験合格率

基準値 ︓16.9％
R10⽬標値︓34％以上 54



区分︓③ 取組︓③-１協定校法曹コース出⾝者の修了1年⽬までの司法試験合格率の向上
重要度︓４０％ KPI︓協定校法曹コース出⾝者の修了１年⽬までの司法試験合格率
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早稲⽥⼤学⼤学院法務研究科法務成専攻 機能強化構想
教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

【概要】 以下の3つの観点から法科⼤学院教育の機能強化をめざす。
①学部教育との連携強化 ②教育の拡充と質的向上 ③社会変⾰に積極的に関与できる中核的⼈材の育成

区分︓③
取組︓③ー１
➀教育内容の接続の強化。
法学部の各教員と本専攻の教
員との間での緊密な情報交
換・連携構築を可能にする体
制を整える。➁進学後の学修・
キャリア意識の促進。様々な情
報提供の機会を設け、本専攻
進学後の学修、将来のキャリア
に関するロードマップを⽰す。➂
合格者に対する働きかけ。本
専攻合格後、⼊学までの間に、
本学法務教育研究センター設
置講座の受講推奨、本専攻ア
カデミック・アドバイザーによる学
修⾯談等を⾏う。

令和６〜令和10年度の機能強化構想

本専攻は、創設以来、常に社会の変化を敏感に感じ、複雑で多様化した現代社会のニーズに即応して、様々な課題に敢然と挑戦し、新たな時代を切り拓く『挑戦する法曹』の輩出を
⽬的として掲げてきた。社会の複雑化とともに、法曹や法律専⾨職の役割も⼀層多様化しており、その中で重要なのは、個々の学⽣の特徴や能⼒を理解し、それを磨き伸ばし、社会に
貢献できる法曹に育てるプロセスを徹底することと考えている。⾼度な専⾨性を持つ法的知識の教授はもちろんのこと、法科⼤学院が「⼈が⼈を育てる」教育の場であることを再確認し、
教員・OBOGと学⽣との間の⼀層緊密な交流を核とする「Personal education」を実現する。これにより、グローバル化や地域社会への貢献、ジェンダー平等、産業界との連携など、さ
まざまな課題に挑戦できる優れた⼈材を育成する。

構想を実現するための区分・取組
区分︓⑥
取組︓⑥ー１
体験型科⽬の履修機会を拡
充するとともに、学⽣に対する
履修指導を強化することによっ
て、より多くの学⽣が、体験型
科⽬を履修することができ、法
科⼤学院の付加価値として、
教育効果を享受することができ
る。それと共に、体験型科⽬を
履修して司法試験に合格し法
曹になった修了⽣が、⾃⾝の法
律事務所等において体験型科
⽬の受け⽫となり、後輩の学⽣
たちを受け⼊れるサイクルの構
築を⽬指す。

区分︓⑥
取組︓⑥ー２
在学中受験の開始に伴い、短
くなった学修期間内に学⽣を司
法試験合格に導くためには、学
⽣の様々な学修状況に対応し
た個別サポートをより充実させる
必要がある。そこで、教員と
AA・チューターが⼀体となって、
教育課程内外の個別サポート
を⾏う。具体的には、応⽤演習
などの少⼈数の科⽬を引き続き
設置して教員が個別指導を⾏
う他、コミットメントゼミなどのよう
に、AAやチューターと学⽣が1
対1の形で⾏う個別指導型の
ゼミを全⾯的に展開する。

区分︓⑦
取組︓⑦ー１
これまでに⾏ってきた3つの柱
（①⼥性法曹の講演会②⼥
性法曹との交流会③⼥性学
⽣への学修⽀援）に加えて中
⾼⽣に向けた出張講義やオン
ライン講演会などを⾏い、⼥性
の法曹志願者層の掘り起こし
を⾏っていくと同時に、修了後を
含めた司法試験合格のための
⽀援を充実させる。より優秀な
⼥性の志願者が本専攻に⼊
学し、法曹界に輩出され、さら
に魅⼒ある⼥性法曹像を提⽰
するといったプラスのサイクルを作
ることを⽬指す。

区分︓⑧
取組︓⑧ー１
①交換協定に基づく留学、②
海外エクスターンシップへの派遣、
③本専攻が海外の協定校から
教員と学⽣を招聘して実施す
る Transnational Program
への参加、④英語で実施され
る授業の履修、⑤本専攻が協
定によって受け⼊れている外国
学⽣との授業内外における交
流といった国際プログラムを重層
的に提供することにより、法曹に
求められる国際感覚を広く学
⽣に養わせる。

KPI︓初回の司法試験とし
て受験した特別選抜⼊学
者の司法試験合格率基準
値︓65%
R10⽬標値︓75%

KPI︓全学⽣のうち、個別
指導型のサポートを受けた
学⽣の割合
基準値︓75%
R10⽬標値︓83%

KPI︓司法試験合格者の
うち、体験型科⽬を履修し
た学⽣の割合
基準値︓80%
R10⽬標値︓90%

KPI︓本研究科修了⽣の
⼥性の累積合格
基準値︓60.5%
R10⽬標値︓70.0%

KPI︓国際化に対応した法
曹を輩出する重層的な取り
組みへの参加率基準値︓
13.15%
R10⽬標値︓20%

【機能強化構想充実分】 区分︓教育の充実 取組︓法科⼤学院修了⽣と協働した多⾓的な法曹教育の実施
法曹資格を持つ者が、狭い意味の法曹の枠を超えて活躍し、広く法の⽀配を基盤とする社会構築に関与することが重要となってきている昨今、司法試験合格を⽬標とするだけでなく、
法科⼤学院において、修了⽣を巻き込みながら、豊かなバックグランドをもった法曹の育成、ならびに新たな法曹の役割を意識したキャリア教育の提供に取り組んでいく。 56



区分︓③ 取組︓ ③ー１
重要度︓20％ KPI︓初回の司法試験として受験した特別選抜⼊学者の司法

試験合格率
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区分︓⑥ 取組︓ ⑥ー１
重要度︓20％ KPI︓司法試験合格者のうち、体験型科⽬を履修した学⽣の割

合

区分︓⑥ 取組︓ ⑥ー２
重要度︓20％ KPI︓全学⽣のうち、個別指導型のサポートを受けた学⽣の割

合

区分︓⑦ 取組︓ ⑦ー１
重要度︓20％ KPI︓本研究科修了⽣の⼥性の累積合格

区分︓⑧ 取組︓ ⑧ー１
重要度︓20％ KPI︓国際化に対応した法曹を輩出する重層的な取り組みへの

参加率
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愛知⼤学⼤学院法務研究科法務専攻 機能強化構想
教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

【概要】 1.FD活動等を通じて未修者教育の現況と課題を正しく把握し、さらに質の⾼い教育を⽬指す。 2.連携コース⽣に対し学部時代から適切な指導を⾏い、本法科⼤学
院修了時には確実に司法試験に合格できるレベルに到達できるよう配慮する。 3.⾃治体との連携による住⺠への法的⽀援及び地域企業との連携による従業員等への法教育
の提供など、官学・産学連携を進め、地域貢献活動を⼀層推進する。 4.グローバルな広報展開による学⽣募集及び受⼊れ後の国際的法曹に要求される素養・能⼒の涵養に
向けて指導体制を整備する。

区分︓①未修者教育の
充実
取組︓①法学未修者の
学業フォローアップ及びメ
ンタルケアのためのチーム
⽀援体制の強化
授業担当教員、チュータ、
修了⽣メンターがチームと
して⽀援体制を構築
FD活動等を通じてその成
果を検証

令和６〜令和10年度の機能強化構想

愛知⼤学法科⼤学院は今後、特に以下の４点を重点施策と位置づけ、実施する。１．具体的な事実に対する適切な法の適⽤能⼒を⾝につけ、⾃分⾃⾝の考えを構築で
きるよう指導を⾏う。 ２．愛知⼤学法学部との連携による効率的・効果的学修指導・キャリア指導を⾏い、意欲・能⼒ある学⽣の短期法曹養成を推進する。同時に、⾼校
⽣及び学部⽣に対する法科⼤学院及び法曹の魅⼒発信にも努める。 ３．地域の居住者が抱える法的課題解決への⽀援や地域企業における従業員研修等の提供を通じ
た官学・産学連携型地域貢献事業を推進する。 ４．地域のグローバル化に対応し、国際的視野を持った法曹の養成を推進する。

構想を実現するための区分・取組

区分︓③法曹コースをは
じめとした学部との連携
取組︓③-1連携コース⽣
への学修⽀援
個々の学⽣の状況を法
学部に逐次報告
法学部教員による連携
コース⽣への⾯談
⾯談を通じて浮かび上
がった個々の学⽣の課題
を法科⼤学院の授業担
当教員と共有
法曹コース担当チームに
よる⽀援策の検討・実施

区分︓③法曹コースをは
じめとした学部との連携
取組︓③-2学部との連
携による学部⽣及び⾼校
⽣への法科⼤学院の魅⼒
の発信
愛知⼤学内外の学部と
の連携による法科⼤学院
ないしは法曹の魅⼒発信
近隣の⾼校にも出向き、
本法科⼤学院の教員・修
了⽣・在学⽣等による積
極的な広報活動を展開
影響⼒のある情報発信
ツールを研究・活⽤

区分︓⑤地域の⾃治体・
法曹界・産業界との連携
取組︓⑤-1地域⾃治体
との連携による居住者へ
の法的⽀援
これまで構築してきた豊⽥
市、名古屋市、豊橋市等
の地域をはじめとした⾃治
体と連携し、地域ごとの多
様なニーズに対応した法
的⽀援事業を展開

区分︓⑤地域の⾃治体・
法曹界・産業界との連携
取組︓⑤-2地域企業と
の連携による従業員への
リーガル・リテラシー教育の
実践
地域企業に対し、本法科
⼤学院の⼈的資源を活
⽤して、リーガル・リテラシー
教育を提供
地域企業の要請に応じた
特定のテーマでの研修プロ
グラムを検討・実施
講座提供先企業の新規
開拓

KPI︓未修司法試験合格
率
基準値︓50％
R10⽬標値︓70％

KPI︓連携コース司法試験
合格率
基準値︓50％
R10⽬標値︓75％

KPI︓受験動機選択率
基準値︓15％
R10⽬標値︓35%

KPI︓満⾜度指数
基準値︓3.0
R10⽬標値︓4.5

KPI︓満⾜度指数
基準値︓3.0
R10⽬標値︓4.5

区分︓⑧⼤学独⾃の取
組
取組︓⑤-3グローバルな
視点を有する法曹の養成
「外国⼈と法」などのカリ
キュラムの実施⽅法の⾒
直し
地域の外国⼈居住者向
け法的⽀援企画への参
画等を通じ、本法科⼤学
院在学⽣の法曹に必要と
される素養の涵養
海外または国内の外国
⼈コミュニティに対する広
報への⼀層の注⼒

KPI︓外国籍等司法試験
合格者
基準値︓１名
R10⽬標値︓２名
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区分︓① 取組︓①法学未修者の学業フォローアップ及びメンタルケアのた
めのチーム⽀援体制の強化
重要度︓20％ KPI︓未修司法試験合格率
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区分︓③ 取組︓③-1 法曹コースをはじめとした学部との連携
重要度︓令和6年度〜令和8年度 0％ 令和9年度〜令和10年度 20％
KPI︓連携コース司法試験合格率

区分︓③ 取組︓③-2 学部との連携による学部⽣及び⾼校⽣への法科⼤
学院の魅⼒の発信
重要度︓令和6年度〜令和8年度 25％ 令和9年度〜令和10年度 15％
KPI︓受験動機選択率

区分︓⑤ 取組︓⑤-1 地域⾃治体との連携による居住者への法的⽀援
重要度︓令和6年度〜令和8年度 20％ 令和9年度〜令和10年度 15％
KPI︓満⾜度指数

区分︓⑤ 取組︓⑤-2 地域企業との連携による従業員へのリーガル・リテラ
シー教育の実践
重要度︓令和6年度〜令和8年度20％ 令和9年度〜令和10年度15％
KPI︓満⾜度指数

（％）

区分︓⑧ 取組︓⑧ グローバルな視点を有する法曹の養成
重要度︓15％ KPI︓外国籍等司法試験合格者
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南⼭⼤学⼤学院法務研究科法務専攻 機能強化構想

教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

以下の各取組による法曹養成機能の強化を図る。
①本学法学部に設置した「司法特修コース」について、法学部とのさらなる連携強化を図るため、「法曹コース」への転換も含めた制度・カリキュラムの再編の検討
②本法務研究科出⾝の弁護⼠による「アドバイザー制度」の強化と正課プログラムとの連携強化による教育の充実化。
③⼥性法曹輩出のための環境整備

区分︓③法曹コースをはじめとした学部との連携
取組︓①学部「司法特修コース」の強化・再編

優秀学⽣のさらなる確保のため、「法曹コース」への転
換も視野に⼊れ、「司法特修コース」のカリキュラムの充
実・強化、環境整備を進める。

近隣他⼤学法学部との連携をすすめ、潜在的な法務
研究科進学希望者の掘り起こしを図る。

令和６〜令和10年度の機能強化構想

南⼭⼤学⼤学院法務研究科法務専攻においては、キリスト教精神に基づく南⼭⼤学の教育モットーである「⼈間の尊厳ために（Hominis Dignitati）」を法曹養成の領域
で実践することを⽬指し、⼈間の尊厳を基本とした倫理観を⾝につけ、社会に貢献できる法曹を養成することを教育理念とし、この理念を理解した、学習意欲のある優秀かつ多
様な背景をもつ学⽣を確保し、少⼈数制の下で、きめ細やかで効果的な教育を展開する。

構想を実現するための区分・取組
区分︓⑥教育の充実
取組︓②「アドバイザー制度」の強化と正課との

連携強化

「1・2年⽣ゼミ」「ケーススタディゼミ」をそれぞれ効果的
に運⽤するため、受講⽣の正課でのパフォーマンス等の
情報をアドバイザーに提供する。

学修進度が遅れがちな学⽣への⽬配りをアドバイザーと
の連携の中でさらに充実させる。

区分︓⑦⼥性法曹輩出に対する取組
取組︓③継続的な⼥性法曹輩出のための良好

な環境の整備

⼥性法曹⼈⼝増加に貢献できるよう、経済⾯、精神
⾯、制度⾯等さまざまな側⾯で、学部学⽣から法務研
究科学⽣、法務研究科修了⽣におよぶ継続的な環境
の整備をおこなう。

法学部学⽣に対しては⼥性法曹のロールモデルの提⽰、
法務研究科学⽣に対しては⾃習室の安全対策等の
学習環境のさらなる整備、修了⽣に対しては⾃習室等
の継続利⽤、定期的な会合の開催、各種情報提供の
継続を実施する。

KPI︓「司法特修コース」から本法務研究科への⼊
学者数
基準値︓3⼈
R10⽬標値︓8⼈

KPI︓司法試験合格率
基準値︓22％
R10⽬標値︓41％

KPI︓在学⽣に占める⼥⼦学⽣の⽐率
基準値︓33％
R10⽬標値︓50％
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区分︓ ⑥ 取組︓② 「アドバイザー制度」の強化と正課との連携強化
重要度︓30％ KPI︓司法試験合格率
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区分︓ ③ 取組︓①学部「司法特修コース」の強化・再編
重要度︓40％ KPI︓学部「司法特修コース」から本法務研究科への⼊学者数
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区分︓ ⑦ 取組︓③継続的な⼥性法曹輩出のための良好な環境の整備
重要度︓30％ KPI︓在学⽣に占める⼥⼦学⽣の⽐率
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同志社⼤学法科⼤学院司法研究科法務専攻 機能強化構想
教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

【概要】 今後の５年間において、以下の観点における機能強化を図る
・法曹養成連携協定校との連携の⼀層の推進 ・同志社⼤学法学部との連携の⼀層の推進
・京都⼤学法科⼤学院からの⽀援・連携の拡⼤・深化 ・法曹養成に関わる修了⽣の育成・輩出による継続的教育サイクルの確⽴

区分:③
法曹コースをはじめとした学部との連携
取組:③-1 法曹養成連携協定校との連携
の⼀層の推進

【概要】
⻄南学院⼤学法学部法曹コースに対し
て、導⼊的な模擬授業を開催する。また、
教員間で学⽣に関する情報交換を適宜
⾏い、双⽅の教育に反映させる。

同志社⼤学法学部法曹コースの科⽬を
本研究科教員が担当し、法科⼤学院に
おける法曹知識の習得及び実践的修練
の予備的教育を⾏う。

令和６〜令和10年度の機能強化構想

同志社⼤学⼤学院司法研究科法務専攻においては、同志社創⽴以来脈々と受け継がれてきた良⼼教育を基盤とした⾼度の専⾨性と国際性を持つ法曹の養成という理念
の下、幅広い教養と専⾨的知識に裏付けられた法曹としての基本的資質を⼀層強固なものとするため基本教育の質の改善に努めるとともに、グローバル社会の中で複雑化し
⽇々変化する法状況に対応することのできる先端的知識と国際性を備えた法律家の養成を⽬指す。

構想を実現するための区分・取組
区分:③
法曹コースをはじめとした学部との連携
取組:③-2 同志社⼤学法学部との連携の
⼀層の推進

【概要】
本学法学部とは同⼀の教育環境と⼀貫
した教育⽅針に基づいた⻑いプロセスに
よって具体的な取組を⾏う。

法曹という職業の内容とそれに⾄る⽅法
について法職講座等で伝え、法曹に対し
ての積極的な動機づけや法曹コース科⽬
とは別に、演習科⽬を本研究科教員が担
当するなど、法曹コース⽣以外に対しても
連携を深める。

区分:④
複数の法科⼤学院との連携
取組:➃-1 京都⼤学法科⼤学院からの⽀
援・連携の拡⼤・深化

【概要】
京都⼤学法科⼤学院との連携により引き
続き、法曹養成機関としての教育機能の
強化を図る。

連携は教育⽅法、教材、成績評価、法
⽂書起案指導などの広範にわたり、また、
単位互換科⽬の受講による学習意欲の
⾼揚など、教育改善と⾃発的学習の促進
は本研究科の教育機能に良い影響をもた
らす。

区分:⑧
⼤学独⾃の取組
取組:➇-1 法曹養成に関わる修了⽣の育
成・輩出による継続的教育サイクルの確⽴

【概要】
本研究科の「良⼼教育」の理念と伝統を
受け継ぐ継続的な法曹養成のために、修
了⽣⾃らが法曹を⽬指す学⽣に対して、
教育の⼀端を担い、貢献する機会を提供
し、また、その教育を受けた学⽣が同様に
後進を育てる機会を持ち、その次世代の
教育を受け持つような、継続的教育サイク
ルの確⽴を⽬指す。

KPI︓協定先の法曹コース出⾝者の在学中
受験及び修了直後の司法試験合格率

基準値︓45％
R10⽬標値︓70％

KPI︓本学法学部卒業者の在学中受験及
び修了直後の司法試験合格率

基準値︓37％
R10⽬標値︓60％

KPI︓単位互換科⽬についての単位修得
者数（延べ数）

基準値︓47⼈
R10⽬標値︓57⼈

KPI︓法曹養成にかかわる修了⽣数

基準値︓24⼈
R10⽬標値︓31⼈ 62



区分︓③ 取組︓➂-1 法曹養成連携協定校との連携の⼀層の推進
重要度︓20％
KPI︓協定先の法曹ｺｰｽ出⾝者の在学中受験及び修了直後の司法試験合格率
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区分︓③ 取組︓③-2 同志社⼤学法学部との連携の⼀層の推進
重要度︓20％
KPI︓本学法学部卒業者の在学中受験及び修了直後の司法試験合格率

区分︓④ 取組︓④-1 京都⼤学法科⼤学院からの⽀援・連携の拡⼤・深化
重要度︓30％ KPI︓単位互換科⽬についての単位修得者数（延べ数）

区分︓⑧ 取組︓➇-1 法曹養成に関わる修了⽣の育成・輩出による
継続的教育サイクルの確⽴

重要度︓30％ KPI︓法曹養成にかかわる修了⽣数

（名）
（名）

（％）
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⽴命館⼤学⼤学院法務研究科法曹養成専攻 機能強化構想
教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

Ⅰ. 未修者教育の充実、Ⅱ．法曹コースをはじめとした学部との連携、Ⅲ．女性法曹の輩出に対する取組、Ⅳ．海外プログラム
への参加を通じた地球市民法曹の養成

以上４点を通じて、更なる法曹養成機能の強化を目指す。

区分︓①未修者教育の充実

取組︓未修者の学⼒向上の実質化
を⽬指す取り組み

法律基本科⽬においてきめ細かなフォ
ローを⾏い授業内容の定着を図る

共通到達度確認試験を未修１年次
から2年次への進級要件とすることを継
続し、結果を個別学習指導にも活⽤
する

令和６〜令和10年度の機能強化構想

立命館大学法務研究科法曹養成専攻においては、「地球市民法曹」としてグローバルな視点と鋭い人権感覚を備え、様々
な分野・専門領域において公共性の担い手として活動する法曹の育成を目指している。

構想を実現するための区分・取組
区分︓③法曹コースをはじめとした学

部との連携
取組︓法曹コース修了者の学⼒向

上の実質化を⽬指す取り組み

「法曹コース」の学⽣には学部３回⽣
修了時に未修1年次相当の学識と能
⼒を有する専⾨教育を⾏い、法曹志
望者に適した履修指導を⾏う

法学部と法科⼤学院の教育上の連携
を⼀層深め、「法曹コース」の教育⽔準
を向上する

区分︓⑦⼥性法曹輩出に対する取組

取組︓⼥性法曹の輩出に対する取組

本法科⼤学院修了の⼥性弁護⼠の協
⼒を得て学修⾯や司法試験対策だけで
なく様々な相談ごとにアドバイスをいただく

本法科⼤学院を修了した⼥性法曹を
ロールモデルとして⼥⼦学⽣に⽰す

⼥⼦学⽣が出産や育児と並⾏して学習
することなった場合でも継続して学習を進
めていくことができるようにサポートする

区分︓⑧⼤学独⾃の取組

取組︓海外プログラムへの参加を通じ
た地球市⺠法曹の養成
ワシントンセミナー
協定校であるアメリカン⼤学ロースクールと
の提携によって、夏期休暇中に⽶国ワシン
トンＤ.Ｃ.で約２週間の集中的なアメリカ
法⼊⾨の授業と実地研修を⾏う

京都セミナー
オーストラリアやアジア各国からの国際学⽣
と本学学⽣がディスカッションをしながら共に
英語で⽇本法をめぐる諸問題について学ぶ

KPI︓未修者の司法試験合格率

基準値︓19.2％

R10⽬標値︓30％

KPI︓法曹コース出⾝者の司法試験
合格率

基準値︓40％

R10⽬標値︓80％

KPI︓⼥性の司法試験合格率

基準値︓20％

R10⽬標値︓30％

KPI︓両セミナーの法科⼤学院性の受講
者数

基準値︓10⼈

R10⽬標値︓15⼈
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区分︓①未修者教育の充実
取組︓未修者の学⼒向上の実質化を⽬指す取り組み
重要度︓20％ KPI︓未修者の司法試験合格率
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区分︓③法曹コースをはじめとした学部との連携
取組︓法曹コース修了者の学⼒向上の実質化を⽬指す取り組み
重要度︓30％ KPI︓法曹コース修了者の司法試験合格率

区分︓⑧⼤学独⾃の取組
取組︓海外プログラムへの参加を通じた地球市⺠法曹の養成
重要度︓30％
KPI︓ワシントンセミナ-および京都セミナーの法科⼤学院⽣の受講者数

区分︓⑦⼥性法曹輩出に対する取組
取組︓⼥性法曹輩出に対する取組
重要度︓20％ KPI︓⼥性の司法試験合格率

ＫＰＩ各年度⽬標値
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関⻄⼤学⼤学院法務研究科法曹養成専攻 機能強化構想
教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

法曹コースから特別選抜⼊試を経て⼊学する者の確保とともに、本学法学部実施の「法曹プログラム」及び「法曹コース」にて本研究科教員らが双⽅向型少⼈数授業を⾏い、また、法
学部在籍中に本研究科の特定科⽬を修得できる先取履修制度の利活⽤を進めていく。これらの有機的結合による「教育の充実」が、本研究科の機能強化構想の基軸である。さらに、
⼤阪⼤学法科⼤学院との連携を、本研究科の教育⼒向上につなげ、その成果を学⽣に還元していく。また、法学既修者のための⻑期履修学⽣制度で、⼊学試験に係る法律基礎科
⽬を法科⼤学院の合⽬的的プロセス教育によって学び直すという⾃発的選択を、これに伴う⻑期履修と共に許可し、彼らの学⼒の持続的成⻑を⽀援していく。

区分︓教育の充実
取組︓関⻄⼤学法学部との連携
本学法学部設置「法曹コース」在籍⽣の学⼒増進を図り
つつ、⼊試制度の再設計も視野に⼊れ、法曹コース特別
選抜⼊学者を確保して、早期の司法試験合格の成果に
結びつけていく

本学法学部の法曹プログラム・法曹コース授業に本研究
科教員らが参加する双⽅向型少⼈数教育を、R６年度
以降も継続実践する
今後５年間において、本学法学部⽣の本研究科授業
科⽬履修（先取履修制度）の活⽤、早期卒業かつ本
研究科進学をさらに促進
R７年度⼊試より法曹コース特別選抜（開放型）の
実施⽇程を変更し、対象者が選択・受験しやすい⼊試
編成とする

令和６〜令和10年度の機能強化構想

本研究科は、「⼈権感覚に優れた専⾨的・創造的な法曹の養成」を教育理念として掲げている。その理念を実現するには、理論的基礎と実務的応⽤⼒に裏打ちされた⾼度な専⾨的
知識の醸成が必要であると考え、３つの⽅向性を基軸として、本研究科に与えられた社会的役割を果たしていきたい。①本学法学部と連携し、法曹コース教育を中⼼に、法学部⽣の
法曹志望と本研究科への進学を促進するとともに、法科⼤学院教育を受けるに⾜りる基盤的能⼒を早期に得させるようにする。②⼤阪⼤学法科⼤学院と連携し、共同ＦＤや連携講
義を中⼼とした教員間・学⽣間の交流を介して、本研究科の教育⼒を向上させていく。③学⽣の学⼒実態が全国レベルの上澄み層に属するわけではないことを直視し、法学既修者とし
て⼊学した者にも基礎科⽬の学び直しとこれに伴う⻑期履修の⾃発的選択を許可し、真正のプロセス教育を⾏うことによって、確固確実な基礎学⼒の醸成を図る。

構想を実現するための区分・取組

区分︓複数の法科⼤学院との連携
取組︓⼤阪⼤学法科⼤学院との連携
⼤阪⼤学法科⼤学院との「競争と協⼒」を旨とした連携
を、本研究科の教育⼒向上につなげ、その成果を学⽣に
還元していく

５年間を通じて、両校間でICTを活⽤しつつ、FD活動
を通じた意⾒交換、連携講義・共同セミナーを通じた教
材開発から授業運営、アドバイザリーボードへの各研究
科⻑の相互出席などにより、教育⼿法・教育内容の不
断の改善を実施
⼊学前指導の相互利⽤、相互的授業提供及び単位
互換、⼤阪⼤学の最⾼裁判所⾒学や外部講師を招い
てのモデル授業への参加の継続実施

区分︓⼤学独⾃の取組
取組︓⻑期履修学⽣制度の活⽤による

法学既修者の学⼒基盤強化
法学既修者における法律基礎科⽬の学び直しを、⻑期
履修と共に許可し、学⼒の持続的成⻑を⽀援する

法学既修⼊学者が⾃らの意思に基づき、「⼒強く助⾛
して⾼く跳躍する」ことを⽬指し、科⽬修得擬制の利益を
特定分野において放棄し、該特定分野につき法科⼤学
院本来のプロセス教育を受けるために修業年限を３年に
回復することを許可する制度を、R６年度に新設・運⽤
開始
今後５年間において、本制度の学内外（特に受験
⽣）への更なる周知と、制度を利⽤する学⽣の教育・
成⻑の⽀援を強化していく

KPI︓ 「法曹コース特別選抜」⼊学者の修了後直近
司法試験合格率

基準値︓40％
R10⽬標値︓60％

KPI︓対象連携事業参加の学⽣の修了後３年以内
司法試験合格率

基準値︓57.8％
R10⽬標値︓66.7％

KPI︓制度適⽤対象者の修了後直近司法試験
合格率

基準値︓17％
R10⽬標値︓40％超 66



区分︓教育の充実
取組︓関⻄⼤学法学部との連携
重要度︓R6〜8年度 60％ R9〜10年度 50％

KPI︓①「法曹コース特別選抜」⼊学者の修了後
直近司法試験合格率

R10⽬標値 60％

②法曹コース修了者のうち早期卒業者の
修了後直近司法試験合格率
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KPI 実績値

区分︓⼤学独⾃の取組
取組︓⻑期履修学⽣制度の活⽤（法学既修者）
重要度︓R6〜8年度 0％ R9〜10年度 20％

KPI︓制度適⽤対象者の修了後直近司法試験
合格率

R10⽬標値 40％超

区分︓複数の法科⼤学院との連携
取組︓⼤阪⼤学法科⼤学院との連携
重要度︓R6〜8年度 40％ R9〜10年度 30％

KPI︓対象連携事業参加の学⽣の修了後３年
以内司法試験合格率

R10⽬標値 66.7％
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関⻄学院⼤学司法研究科法務専攻 機能強化構想
教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

5年間の初期段階において、本学法学部特修コース法曹コースの早期卒業者を含めた法学部卒業⽣の学修状況を把握し、法科⼤学院⼊学時に要求される学修到達度とのギャップに
よって伸び悩まないよう、本学法学部との連絡協議会を通じて、法曹コースにおける教育内容と⼊学前プログラムを充実させ、より円滑な連携体制を構築する。5年間を通じて教育の充実
を図る。2023年度からの学習動画プロジェクトを基礎として⼀部科⽬において導⼊中の動画教材を、FD活動を通じて、法律基礎科⽬全体へと広げていく。対⾯授業を重視しつつも、
2024年度以降、オンラインの特性を利⽤してゲスト講師等の遠隔授業などの活⽤を図っていく。なお、在学中受験については、すでに必要科⽬の先取履修のための成績要件をはずしたう
え、受験機会を保障するためのカリキュラムのさらなる柔軟化に取り組んでいる。未修者教育の充実については、神⼤LSとの連携やFD活動により、らせん形のスモールステップ教育を徹底す
るとともに、予習⽤の短編動画（現在刑法Ｉで導⼊中）を広げていく。社会⼈学⽣や純粋未修者のつまずき防⽌のため、⻑期履修制度を導⼊（但し、学内調整が必要条件）し、モ
ニタリングをする。教員の世代交代に伴う⾃治体連携科⽬の再編と承継を⾏って、公務法曹養成の体制を維持する。新規に地元の商⼯会議所や外国⼈の⼈権活動を⾏う公益財団法
⼈等と連携協定を締結し、地域貢献と両⽴する形で、4つの法曹像の育成プログラムの充実を図る。

区分︓①未修者教育の充実
取組︓①-1 らせん型の

スモールステップ教育の徹底

各学⽣に即応したオーダーメイド
教育の充実…学⼒診断結果に
応じたプログラムの提供(学修動画
の提供)
学習・教育の検証過程の充実…
学習ロードマップに照らした学習進
捗把握の精緻化
神⼤LSとの教育連携を通じた実
践知の共有・蓄積

令和６〜令和10年度の機能強化構想

「Mastery for Service（奉仕のための練達）」の精神を掲げ、開設20周年を機に、「ケアする⼒・判断する⼒の養成」など新たな教育⽬標を検討し、1学年30名という少⼈数教育と、
研究者教員と実務家教員とOBとのチームワークの良さを⽣かして、特徴ある教育を打ち出していく。まずは、ICTを活かした動画教材開発やOBの協⼒による学習補助体制の改善、優
秀層の在学中受験に向けた教育課程の柔軟化により、全体としての教育の充実に努める。法学部との連携により、法曹コースでの教育内容や⼊学前プログラムの充実を図り、既修者
コースへの接続を円滑化する。未修者教育については、神⼾⼤学法科⼤学院（以下「神⼤LS」という。）との連携のもと、スモールステップを重視した教育を展開する。また、⻄宮北⼝
キャンパスという地の利を⽣かして、⾃治体に加えて地元の商⼯会議所や公益団体とも連携協定を結び、より多様な実務とのつながりの中での臨床法学教育及び理論教育を架橋させ
る。それらを通じて、⽬的意識を持った優秀な⼊学者を受け容れ、学⽣のモチベーションを維持しつつ、きめ細かな少⼈数教育により司法試験合格率を⾼めて、現代社会が求める多様
な法曹を養成していく。

構想を実現するための区分・取組
区分︓③法曹コースをはじめと

した学部との連携
取組︓③-1 法曹コースをはじめ

とした法学部との機能的連携

5年⼀貫型教育選抜⼊試のあり
⽅の継続的な検証・⾒直し
5年⼀貫型教育選抜⼊学予定
者への⼊学前・⼊学後学習サポー
トの充実
法曹コース指導教員打合せを定
期的に開催し、情報共有とともに、
法曹コースにおける授業科⽬等の
⾒直しを検討

区分︓⑤地域の⾃治体や
法曹界、産業界との連携

取組︓⑤-1 連携協定の拡⼤による
授業の活性化,⼈材育成および地域貢献

⾃治体とその関連団体・地元商⼯
組織との連携の拡⼤と具体化
公務や街づくり等を主たる業務とす
る新しい法曹の養成
地元企業の法務⼒の向上のため、
授業「企業法実務」への聴講⽣受
け⼊れと、本研究科OBの講師派遣
ICTの活⽤により、遠隔地からの公
務員や弁護⼠の授業への参加拡⼤

区分︓⑥教育の充実(ICTの活⽤､
在学中受験に向けた教育課程の

⼯夫､司法修習との連携等)
取組︓⑥-1 ICTの活⽤や学習補助

体制の改善を中⼼とした教育の充実

ICTを活かした動画教材開発…予
習動画や⾃学⾃修のための補助教
材動画の作成・拡充
本研究科OBの協⼒による学修補
助体制の改善による学⼒の底上げ
成績優秀層の在学中受験に向け
た教育課程の柔軟化

KPI︓過去5年間の未修者の修了
後1年⽬までの司法試験合格率

基準値︓30.3%
R10⽬標値︓40.0%

KPI︓法曹コース出⾝者の修了後
1年⽬までの司法試験合格率

基準値︓35.0%
R10⽬標値︓70.0%

KPI︓公務法曹の輩出数
基準値︓9名
R10⽬標値︓14名

KPI︓進級率
基準値︓67.2%
R10⽬標値︓75.0%

機能強化構想充実分

区分︓⑧⼤学独⾃の取り組み
取組︓⑧-1 AI時代の法曹

に期待される能⼒とそれに
向けた教育⼿法の検討

シンポジウム開催
4つの法曹像という⼈材
育成の⽬標の修正につい
て内部討議活性化
模擬依頼者を使った臨
床法教育プログラムを発
展

期待される成果︓
⼈材育成に沿った

教育⼿法の開発68



区分︓① 取組︓①-1 らせん型のスモールステップ教育の徹底
重要度︓30％ KPI︓過去5年間の未修者の修了後1年⽬までの司法試験合格率
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区分︓③ 取組︓③-1 法曹コースをはじめとした法学部との機能的連携
重要度︓20％ KPI︓法曹コース出⾝者の修了後1年⽬までの司法試験合格率

（R6︓修了後1年⽬までの司法試験合格率）

区分︓⑤ 取組︓⑤-1 連携協定の拡⼤による授業の活性化、⼈材育成および地域貢献
重要度︓20％ KPI︓公務法曹の輩出数

区分︓⑥ 取組︓⑥-1 ICTの活⽤や学習補助体制の改善を中⼼とした教育の充実
重要度︓30% KPI︓進級率

（％）
（名）
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福岡⼤学⼤学院法曹実務研究科法務専攻 機能強化構想
教育理念（教育⽅針）及び今後⽬指すべき⽅向性

令和6〜令和10年度の機能強化構想は、「（1）未修者教育の充実－未修1年次教育と個別指導の充実により法学未修者を強化し、司法試験合格率を引き上げる」
「（2）法曹コースをはじめとした学部との連携－法学部との連携を強化して⼊学者の安定確保に繋げる」「（3）地域の未修者教育の拠点となり、地域を理解した法曹を
輩出して地域に貢献する」の三つを柱とし、それぞれ達成に向けた複数の取組を策定している。

区分︓
①未修者教育の充実
取組︓
①-1未修者に対する1年次
教育の充実
法学未修者が法科⼤学院で
の学修に早期に馴染めるよう、
主に以下の取組を⾏う。
①⼊学前導⼊教育の充実
②未修者向けカリキュラムの
充実
③1年次⽣向け「教科指導」
の充実
④1年次向けガイダンス・情報
提供の充実

令和６〜令和10年度の機能強化構想

本法科⼤学院の教育理念（教育⽅針）は「社会正義を実現する法曹」「社会の発展に貢献する法曹」「地域のあらゆる法律問題に対応できる法曹」を養成することで
ある。これを実現するため今後⽬指すべき⽅向性は、①⼊学前から修了後までの法律未修者教育を重点とする取組や、司法試験対策を強化し、司法試験合格率を
着実に引き上げること、②ワンキャンパス内の法学部との連携をより強化すること、③地域に根ざす法曹養成の推進を⽬指すことである。

構想を実現するための区分・取組
区分︓
①未修者教育の充実
取組︓
①-2個別指導の充実

本法科⼤学院の指導体制の
利点を活⽤し、未修者に丁寧な
教育⽀援を⾏うため、主に以下
の取組を⾏う。
①「学⽣カード」、担任制の充
実化と活⽤
②「学修達成度評価」の活⽤
③アカデミックアドバイザー、
チューターの活⽤
④司法試験受験対策⽀援の
強化

区分︓
③学部との連携
取組︓
③-1法曹コース出⾝者の司法
試験合格率の向上
法曹コースからの最初の合格者の
輩出を⽬指し、主に以下の取組を
⾏う。
①法科⼤学院と学部による専⾨
委員会設置
②学部初年次教育での法曹への
関⼼喚起の取組実施
③法科⼤学院教員による早期
段階での法的思考能⼒の醸成
④早期履修プログラム等による司
法試験受験対策の構築

区分︓
③学部との連携
取組︓
③-2法曹養成に向けた学部教
育と法科⼤学院との連携強化
学部と⼀体となった法曹養成体制
を構築するため、主に以下の取組を
⾏う。
①早期履修制度、授業体験制度
の更なる充実
②学部初年次教育における共同
ゼミ等の企画実施
③オープンキャンパス等での専任教
員等による模擬裁判実施
④正規講義の体験参加の拡充や
他学部向け学内講演会・研究成
果報告会等の企画実施

KPI︓法学未修者の「標準
修業年限修了率」
基準値︓ 58.3％
R10⽬標値︓ 65％

KPI︓ ５年間の法学未修者
コース修了者の司法試験累
積合格率
基準値︓ 31.3％
R10⽬標値︓ 40％

KPI︓法曹コース出⾝者の司法
試験合格率
基準値︓ 50% 
R10⽬標値︓ 75％

KPI︓法曹コース（特別選抜合
格者）または早期卒業者の法科
⼤学院⼊学者数
基準値︓ 2名
R10⽬標値︓ 4名

区分︓
⑤地域の⾃治体や法曹界、産
業界との連携
取組︓
⑤-1地域のステークホルダーと
の相互連携促進のための双⽅
向的取組
地域のステークホルダーとの相互
連携を促進するため、主に以下の
取組を⾏う。
①臨床系科⽬や学⽣派遣事業
の充実による法曹養成環境醸成
②進路情報発信・キャリア企画の
充実による修了⽣と産業界の繋
がり強化
③弁護⼠会や地⽅⾃治体等と連
携した法律相談会、セミナー等の
積極的展開

期待される成果︓地域社会に
おける本法科⼤学院の存在意
義を⾼め、⼊学者の安定的確
保への相乗効果も期待できる。

機能強化構想充実分

各取組とも毎年度実施するとともに、「R7に検証、R8に検証結果を反映して再実施、R9に再検証、R10に4年間の評価と改善策の検討」
とのサイクルを基本とする
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区分︓①未修者教育の充実
取組︓①-1 未修者に対する1年次教育の充実
重要度 R6~R7:35% R8〜R10:30%
KPI︓法学未修者の標準修業年限修了率

58.3

60
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64
65

60
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60

62
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66

基準値 R6 R7 R8 R9 R10

⽬標値
実績値

（％）

KPI各年度⽬標値
区分︓①未修者教育の充実 取組︓①-2 個別指導の充実
重要度 R6~R7:35% R8〜R10:30%
KPI︓5年間の法学未修者コース修了者の司法試験累積合格率
備考︓法学未修者を丁寧に育成し、修了⽣にも引き続ききめ細やかな指導を継続して、
⽀援を続ける本法科⼤学院の基本⽅針に基づきKPIを設定

31.3
35 36 37 38
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⽬標値
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区分︓③法曹コースをはじめとした学部との連携
取組︓③-2 法曹養成に向けた学部教育と法科⼤学院との連携の強化
重要度:30%
KPI︓法曹コース（特別選抜合格者）または早期卒業者の法科⼤学院⼊学者数

2 2

3 3

4 4
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区分︓③法曹コースをはじめとした学部との連携
取組︓③-1 法曹コース出⾝者の司法試験合格率の向上
重要度 R6~R7:0% R8〜R10:10%
KPI︓法曹コース出⾝者の司法試験合格率
備考︓Ｒ6.3⽉初旬時点でKPI⽬標値の対象学⽣が在籍していない状況に基づき、
Ｒ6とＲ7の⽬標値は「－（受験者なし）」と設定

（1名）

（3名）

（1名）
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法科⼤学院修了者の司法試験累積合格率の推移（全体）

（出典：法務省提供データ 司法試験の結果から文部科学省にてグラフ作成）

※各年の司法試験実施時の募集停止・廃止校を除く。
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＜参考＞
令和6年司法試験の在学中受験資格に基づく合格率 55.4%
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法科⼤学院修了者の司法試験累積合格率の推移（既修）

（出典：法務省提供データ 司法試験の結果から文部科学省にてグラフ作成）

※各年の司法試験実施時の募集停止・廃止校を除く。

＜参考＞
令和6年司法試験の在学中受験資格に基づく合格率 61.3%
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R2年度修了者 R3年度修了者 R4年度修了者 R5年度修了者

法科⼤学院修了者の司法試験累積合格率の推移（未修）

（出典：法務省提供データ 司法試験の結果から文部科学省にてグラフ作成）

※各年の司法試験実施時の募集停止・廃止校を除く。
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＜参考＞
令和6年司法試験の在学中受験資格に基づく合格率 29.5%
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